
大阪市防災協定一覧表 基準日：令和7年3月31日現在

番号 担当部局 防災協定等の名称 協　定　先

1
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 日本放送協会大阪放送局

2
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 朝日放送テレビ(株)

3
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 (株)毎日放送

4
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 読売テレビ放送(株)

5
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 関西テレビ放送(株)

6
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 テレビ大阪(株)

7
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 大阪放送(株)

8
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 (株)エフエム大阪

9
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 日本放送協会大阪放送局

10
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 日本放送協会大阪放送局

11
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 朝日放送テレビ(株)

12
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 (株)毎日放送

13
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 読売テレビ放送(株)

14
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 関西テレビ放送(株)

15
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 テレビ大阪(株)

16
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 大阪放送(株)

17
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 (株)エフエム大阪

18
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 朝日放送テレビ(株)

19
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 (株)毎日放送

20
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 読売テレビ放送(株)

21
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 関西テレビ放送(株)

22
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 テレビ大阪(株)

23
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 大阪放送(株)

24
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 (株)エフエム大阪

25
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する協定 （株）ＦＭ８０２

26
危機管理室
政策企画室

災害時における放送要請に関する覚書 （株）ＦＭ８０２

27
危機管理室
政策企画室

緊急警報放送の放送要請に関する覚書 （株）ＦＭ８０２
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大阪市防災協定一覧表 基準日：令和7年3月31日現在

番号 担当部局 防災協定等の名称 協　定　先

28 危機管理室 中越大震災ネットワークおぢやに関する規約

杉並区、国分寺市、多摩市、南足柄市、小田原市、開成町、
柏市、守谷市、取手市、日立市、大田原市、 戸田市、草加
市、太田市、南アルプス市、上野原市、富士川町、多治見
市、松阪市、神戸市、只見町、北塩原村、磐梯町、新潟市、
三条市、十日町市、見附市、燕市、妙高市、聖籠町、湯沢
町、加茂市、山北町、飯田市、四日市市、長岡市、奈良県、
浦安市、土浦市、あきる野市、富山市、柏崎市、出雲崎町、
富士市、裾野市、穴水町、小山町、御殿場市、富士宮市、磐
田市、輪島市、八潮市、田原市、 津市、清須市、流山市、
所沢市、静岡市、日野市、今治市、焼津市、渋谷区、町田
市、三島市、深谷市、 喬木村、狛江市、新城市、南相馬
市、浪江町、北九州市、伊勢市、津南町、小千谷市

29 危機管理室 災害時における避難者の相互受け入れに関する協定 吹田市

30 危機管理室 災害時における避難者の相互受け入れに関する協定 豊中市

31 危機管理室 災害時における避難者の相互受け入れに関する協定 松原市

32 危機管理室 21大都市災害時相互応援に関する協定

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都、川崎市、横
浜市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都
市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊
本市

33 危機管理室 21大都市災害時相互応援に関する協定実施細目

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都、川崎市、横
浜市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都
市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊
本市

34 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 日本放送協会大阪放送局

35 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 (株)ＭＢＳラジオ

36 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 朝日放送ラジオ(株)

37 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 大阪放送(株)

38 危機管理室 災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー（株）

39 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 （株）ＦＭ８０２

40 危機管理室 大規模災害発生時におけるラジオへの情報提供に関する覚書 （株）エフエム大阪

41 危機管理室 災害時における放送要請に関する協定 （株）ジェイコムウエスト、（株）ＪＣＯＭ

42 危機管理室 災害時における放送要請に関する協定 （株）ベイ・コミュニケーションズ

43 危機管理室 緊急警報放送の放送要請に関する覚書 （株）ジェイコムウエスト、（株）ＪＣＯＭ

44 危機管理室 緊急警報放送の放送要請に関する覚書 （株）ベイ・コミュニケーションズ

45 危機管理室
災害時における大阪府行政書士会による相談会業務及び行政
手続支援に関する協定

大阪府行政書士会

46 危機管理室
災害時における大阪弁護士会による相談業務等の実施に関す
る協定

大阪弁護士会

47 危機管理室 防災啓発情報等の提供及び発信の協力に関する協定 ＮＴＴタウンページ（株）

48 危機管理室 災害時における支援協力についての協定 大阪土地家屋調査士会

49 危機管理室 災害時における地図製品等の供給等に関する協定 （株）ゼンリン

50
危機管理室
政策企画室
ICT戦略室

都市防災力の向上に関する連携協定
LINE（株）、ワークスモバイルジャパン（株）、国立研究開
発法人情報通信研究機構オープンイノベーション推進本部
ソーシャルイノベーションユニット耐災害ICT研究センター
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大阪市防災協定一覧表 基準日：令和7年3月31日現在

番号 担当部局 防災協定等の名称 協　定　先

51 危機管理室 災害救助法による救助の委任に関する協定 大阪府

52 危機管理室 災害時の葬祭業務の委託に関する協定 (一社)大阪市規格葬儀協会

53 危機管理室 災害時における支援協力に関する協定
（一社）地域再生・防災ドローン利活用推進協議会、（一
社）ドローン撮影クリエイターズ協会

54 危機管理室
災害時における被災建築物の解体撤去及び緊急時の協力等に
関する協定

(一社)大阪府解体工事業協会

55 危機管理室 災害時における連携に関する協定 関西電力送配電（株）

56 危機管理室 災害時における支援協力に関する協定 （一社）無人航空機操縦士養成協会、（株）UAVJAPAN

57 危機管理室 災害情報等の提供に係る協定 （株）ジェイコムウエスト

58 危機管理室 災害情報等の提供に係る協定 （株）ベイ・コミュニケーションズ

59 危機管理室 災害情報等の提供に係る協定 大阪瓦斯（株）

60 危機管理室 地震災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定 大阪府、大阪府石油商業組合

61 危機管理室
事業用定期借地権設定及びヘリポート用地賃貸借契約公正証
書に関する覚書

小川航空株式会社

62 危機管理室 災害時におけるボランティア活動支援に関する協定 日本赤十字社大阪府支部

63 危機管理室 災害時における電気設備等の応急復旧作業に関する協定 大阪府電気工事工業組合

危機管理室 災害時における板硝子設備等の応急復旧作業に関する協定 大阪府板硝子商工業協同組合

64 危機管理室 特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 西日本電信電話株式会社

65 危機管理室 大阪市災害ボランティアセンター設置・運営に関する協定
（福）大阪市社会福祉協議会
（福）各区社会福祉協議会

67 危機管理室 大阪市食料等備蓄品の譲渡に関する覚書 特定非営利法人ふーどばんくOSAKA

68 危機管理室 災害時における物資の自動車運送に関する協定 赤帽大阪府軽自動車運送協同組合

69
危機管理室
東成区役所

防災用蓄電池の実証実験に関する連携協定 大阪市立大学、三谷電池株式会社

70 危機管理室 防災における連携に関する協定 一般社団法人マンション管理業協会関西支部

71 危機管理室 大阪市食料等備蓄品の譲渡に関する覚書 公益社団法人日本非常食推進機構

72 危機管理室 災害時におけるバス車両による輸送の協力等に関する協定 大阪シティバス株式会社

73 危機管理室 大阪市食料等備蓄品の譲渡に関する覚書 生活協同組合おおさかパルコープ

74 危機管理室 災害発生時等における施設の提供協力に関する協定
株式会社プロロジス、三菱UFJ信託銀行株式会社、三井住友
信託銀行株式会社

75
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社大丸大阪梅田店

76
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社大丸大阪心斎橋店

77
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社阪急阪神百貨店

78
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社高島屋

79
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社近鉄百貨店

80
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社大丸松坂屋百貨店
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大阪市防災協定一覧表 基準日：令和7年3月31日現在

番号 担当部局 防災協定等の名称 協　定　先

81
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 　一般社団法人大阪府牛乳協会

82
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 株式会社明治関西支社

83
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 森永乳業㈱西日本支社

84
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 雪印メグミルク株式会社関西販売本部

85
危機管理室
経済戦略局

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 日本チェーンストア協会関西支部

86 危機管理室 災害時における飲料の提供協力に関する協定 コカ・コーラボトラーズジャパンホールディングス株式会社

87 危機管理室 災害時における飲料の提供協力に関する協定 ダイナミックベンディング株式会社近畿支社

88 危機管理室 災害時における飲料の提供協力に関する協定 サントリービバレッジソリューションズ株式会社

89 危機管理室 災害時における物資（福祉用具）の提供協力に関する協定 一般社団法人　日本福祉用具供給協会

90 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ファミリーマート

91 危機管理室 災害時における支援協力に関する協定 イオンリテール株式会社　近畿･北陸カンパニー

92 危機管理室 災害時における畳の提供に関する協定 「５日で５０００枚の約束。」プロジェクト実行委員会

93 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社コノミヤ

94 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 アクアクララ株式会社

95 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ナック

96 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 江崎グリコ株式会社

97 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ハークスレイ

98 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 敷島製パン株式会社

99 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ライフコーポレーション

100 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 サトウ食品株式会社

101 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 イズミヤ・阪急オアシス株式会社

102 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社創健社

103 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ＫＯＣ

104 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 関西鶏卵流通協議会

105 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 マルコメ株式会社

106 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社サンデリックフーズ

107 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社オリエンタルベーカリー

108 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 キッコーマン飲料食品株式会社

109 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社イトーヨーカ堂

110 危機管理室 災害時における物資の相互提供に関する協定 東大阪市
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大阪市防災協定一覧表 基準日：令和7年3月31日現在

番号 担当部局 防災協定等の名称 協　定　先

111 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 カルビー株式会社

112 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社エメラス

113 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 公益財団法人大阪府学校給食会

114 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 千房ホールディングス株式会社

115 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 日本ハム株式会社

116 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社たらみ

117 危機管理室 災害時における物資の相互提供に関する協定 吹田市

118 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 アークランズ株式会社

119 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社島忠

120 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 山孝紙業株式会社

121 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 旭リスター株式会社

122 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ロゴスコーポレーション

123 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社クリエイト

124 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 三井毛織株式会社

125 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社カインズ

126 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 グンゼ株式会社

127 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社大西

128 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ルートスタイル

129 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 ライオン株式会社

130 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 ユニ・チャーム株式会社

131 危機管理室 災害時における燃料等の供給に関する協定 日本BCP株式会社

132 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ローソン

133 危機管理室 災害時における応急対策機械の供給等に関する協定 株式会社東海大阪レンタル

134 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 西川株式会社

135 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ナフコ

136 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 林株式会社

137 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社ブレイン

138 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 西日本ダンボール工業組合

139 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 川上産業株式会社

140 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 太陽工業株式会社
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141 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 大日本除虫菊株式会社

142
財政局

危機管理室
災害発生時の際の小型漁船による人命救助及び物資等の緊急
輸送に関する協定

大阪市漁業協同組合

143 契約管財局 災害発生時等の物資等の緊急輸送に関する協定 (一社)大阪府トラック協会

144 福祉局 21大都市民生主管部局大規模災害時相互応援に関する覚書

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都、川崎市、横
浜市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都
市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊
本市

145 健康局 災害時における医療救護についての協定 (一社)大阪府医師会

146 健康局 災害時用医薬品等の供給に関する協定 (一社)大阪府薬剤師会

147 健康局 災害時用医薬品等の供給に関する協定 大阪府医薬品卸協同組合

148 健康局 大阪府災害派遣精神医療チームの整備に関する協定 大阪府、堺市

149 健康局
災害時における栄養・食生活支援に関する大阪市と公益社団
法人大阪府栄養士会との協定書

(公社)大阪府栄養士会

150
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪府化粧品日用品卸組合

151
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 日本毛布商業組合

152
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 協同組合関西ファッション連合

153
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪タオル卸商業組合

154
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪府被服工業組合

155
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪府陶磁器商業協同組合

156
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪府家庭金物卸協同組合

157
経済戦略局
危機管理室

災害時における物資の供給等の協力に関する協定 (社)大阪府エルピーガス協会

158 経済戦略局 災害時における外国人市民支援に関する協定 (公財)大阪国際交流センター

159
中央卸売市場

建設局
平野川鉄扉操作協定書

河川管理者（大阪府）、水防管理者（大阪市）、中央卸売市
場東部市場（大阪市）

161 中央卸売市場 災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪市中央卸売市場漬物卸売協同組合

162 中央卸売市場 災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪市中央卸売市場乾物卸組合

163 中央卸売市場 災害救助物資の供給等に関する協定書 東乾(株)

164 中央卸売市場 災害時における物資の供給等の協力に関する協定 (株)三和

165 中央卸売市場 災害時における物資の供給等の協力に関する協定 大阪市東部市場漬物卸売協同組合

166 中央卸売市場 非常災害発生時における相互協力の覚書

京都市中央卸売市場第二市場・神戸市中央卸売市場西部市
場・姫路市食肉地方卸売市場・兵庫県加古川食肉地方卸売市
場（財団法人加古川食肉公社）・西宮市食肉地方卸売市場
（西宮食肉センター）

167 中央卸売市場
災害時における生鮮食料品等の供給協力等相互応援に関する
協定

京都市中央卸売市場第一市場、大阪府中央卸売市場、神戸市
中央卸売市場本場・東部市場、姫路市中央卸売市場、奈良県
中央卸売市場、和歌山市中央卸売市場、尼崎市公設地方卸売
市場
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168 中央卸売市場 全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定

全国中央卸売市場協会、全国中央卸売市場協会北海道・東北
支部、全国中央卸売市場協会関東支部、全国中央卸売市場協
会東海・北陸支部、全国中央卸売市場協会近畿支部、全国中
央卸売市場協会中国・四国支部、全国中央卸売市場協会九州
支部

169 中央卸売市場 全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定実施細目

全国中央卸売市場協会、全国中央卸売市場協会北海道・東北
支部、全国中央卸売市場協会関東支部、全国中央卸売市場協
会東海・北陸支部、全国中央卸売市場協会近畿支部、全国中
央卸売市場協会中国・四国支部、全国中央卸売市場協会九州
支部

170 中央卸売市場 災害時における物資の供給等の協力に関する協定 東果大阪株式会社

171 環境局 災害時における火葬等の相互応援に関する協定 京都市

172 環境局 災害時における火葬等の相互応援に関する協定 神戸市

173 環境局 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定 ベクセス（株）

174 環境局 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定 （株）オーディーテック

175 環境局 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定 （株）ユーミックス

176 環境局 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定 日野興業（株）大阪支店

177 環境局 災害時における廃棄物の処理等の協力に関する協定 (一社)大阪市一般廃棄物適正処理協会

178 環境局 災害時における廃棄物の処理等の協力に関する協定 (公社)大阪府産業資源循環協会

179 環境局
災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥の処理に係る総合支援基
本協定書

堺市

180 環境局
災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥の処理に係る総合支援基
本協定書

八尾市

181 環境局
災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥の処理に係る総合支援基
本協定書

松原市

182 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

沖電気工業株式会社

183 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

キヤノンマーケティングジャパン(株)

184 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

京セラドキュメントソリューションズ(株)

185 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

コニカミノルタジャパン(株)

186 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

東芝テック(株)

187 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社

188 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

リコージャパン(株)

189 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

日本粘着テープ工業会

190 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

ブラザー販売(株)

191 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

大阪府印刷工業組合

192 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要となる資機材等の提供協力等に関する協定

(一社)大阪文具工業連盟

193 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要な相談員の派遣協力に関する協定

(公社)大阪府建築士会、

194 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要な相談員の派遣協力に関する協定

（一社）大阪府建築士事務所協会

195 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要な相談員の派遣協力に関する協定

(公社)日本建築家協会
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196 都市整備局
大規模地震発生時における建築物の応急危険度判定活動に必
要な相談員の派遣協力に関する協定

（一社）日本建築協会

197 都市整備局 災害時における協力に関する協定 (独)都市再生機構西日本支社

198 都市整備局 災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する協定 (独)住宅金融支援機構

199 建設局 仮設トイレ汚水受入れ施設の設置に関する協定 （一社）日本建設業連合会 関西支部

200 建設局 災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 (一社)大阪建設業協会

201 建設局 災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 (公社)日本下水道管路管理業協会

202 建設局 災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 （一社）日本建設業連合会 関西支部

203 建設局 下水道事業災害時近畿ブロック応援に関する申し合わせ 国土交通省ほか

204 建設局
下水道災害時における大都市間の連絡・連携体制に関する
ルール

札幌市ほか

205 建設局 災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 (一社)日本建設業連合会関西支部

206 建設局 災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 (一社)大阪建設業協会

207 建設局 災害時における調査等の相互協力に関する協定 (公社)土木学会関西支部

208 建設局 災害時等における相互協力に関する協定 阪神高速道路(株)

209 建設局
自然災害による下水道機械・電気設備緊急工事に関する協定
書

（一社）日本下水道施設業協会

210 建設局 災害時の道路啓開に関する協定 （一社）日本自動車連盟

211 建設局 水害時における相互の応援に関する基本協定 淀川右岸水防事務組合

212 建設局 水害時における相互の応援に関する基本協定 淀川左岸水防事務組合

213 建設局 水害時における相互の応援に関する基本協定 大和川右岸水防事務組合

214 建設局
大阪市域内での災害発生時における災害活動の協力に関する
協定

クリアウォーターOSAKA（株）

215 建設局 大阪市域外での災害時における応援復旧対策に関する協定 クリアウォーターOSAKA（株）

216 建設局
船舶等を利用した河川管理施設の災害時緊急調査等に関する
協定

国土交通省近畿地方整備局、大阪府、（特非）大阪水上安全
協会

217 大阪港湾局
スーパー中枢港湾阪神港における大規模災害時の港湾施設の
相互利用に関する協定

近畿地方整備局、神戸市

218 大阪港湾局
広域連携による大規模災害時の国際コンテナ物流機能の確保
に関する基本合意事項

東京都、横浜市、名古屋港管理組合、四日市港管理組合、神
戸市

219 大阪港湾局 災害時における引船の協力に関する協定 (一社)大阪港タグセンター

220 大阪港湾局
災害時における大阪市港湾局所管施設等の緊急災害応急対策
業務に関する協定

(一社)日本橋梁建設協会

221 大阪港湾局
大阪市港湾局管轄区域における災害時の応急対策業務に関す
る協定書

(一社)日本埋立浚渫協会　近畿支部

222 大阪港湾局 津波襲来時における民間のひき船の出動協力に関する協定 （株）武丸海運

223 大阪港湾局 津波襲来時における民間のひき船の出動協力に関する協定 昭陽汽船（株）

224 大阪港湾局 港湾防災等に関する連携協定書 大阪市立大学都市防災教育研究センター

225 大阪港湾局 油流出事故における資材等の相互利用等に関する協定書 大阪府
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226 大阪港湾局 大阪市と大阪公立大学との港湾防災等に関する連携協定書 大阪公立大学

227 大阪港湾局
災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する包括的協
定

国土交通省近畿地方整備局、京都府、大阪府、兵庫県、和歌
山県、神戸市、（一社）日本埋立浚渫協会近畿支部、近畿港
湾空港建設協会連合会、（一社）日本海上起重技術協会近畿
支部、全国浚渫業協会関西支部、（一社）日本潜水協会、
（一社）海洋調査協会、（一社）港湾技術コンサルタンツ協
会、阪神国際港湾㈱、大阪港埠頭㈱、堺泉北埠頭㈱、大阪湾
広域臨海環境整備センター

228 消防局 警察消防相互応援協定 大阪府公安委員会

229 消防局 大阪市、八尾市消防相互応援協定 八尾市

230 消防局
大阪市と堺市、守口市門真市消防組合、東大阪市、吹田市、
松原市、大東四條畷消防組合、豊中市、尼崎市、摂津市消防
相互応援協定

堺市、守口市門真市消防組合、東大阪市、吹田市、松原市、
大東四条畷消防組合、豊中市、尼崎市、摂津市

231 消防局 大阪市と伊丹市、池田市との消防相互応援協定 伊丹市、池田市

232 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 堺市

233 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 東大阪市

234 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 岸和田市

235 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 豊中市

236 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 吹田市

237 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 泉大津市

238 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 貝塚市

239 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 池田市

240 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 高槻市

241 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 茨木市

242 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 八尾市

245 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 松原市

246 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 和泉市

247 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 箕面市

248 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 摂津市

249 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 交野市

250 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 大阪狭山市

251 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 忠岡町

252 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 島本町

253 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 守口市門真市消防組合

254 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 枚方寝屋川消防組合
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255 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 大阪南消防組合

256 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 泉州南消防組合

257 消防局 大阪市・〇〇市（町・村・消防組合）航空消防応援協定 大東四条畷消防組合

258 消防局 船舶火災の消火に関する業務協定 大阪海上保安監部

259 消防局 東京消防庁・大阪市消防局航空消防相互応援協定 東京都

260 消防局 ガス漏れ及び爆発事故等の防災対策に関する申し合わせ 大阪ガス（株）

262 消防局 震災等大規模災害時における傷病者の搬送業務に関する協定 大阪市患者等搬送事業者協会

263 消防局 大阪府下広域消防相互応援協定 府下市町村

264 消防局 災害救助犬の出場に関する協定 (特非)日本レスキュー協会

265 消防局
関西電力株式会社のガス事業参画に伴う防災対策に関する申
合せ

関西電力(株)

266 消防局
新幹線災害時における消防関係機関と鉄道事業者との連携に
関する覚書

東海旅客鉄道（株）（他消防本部）

267 消防局 大阪湾消防艇相互応援協定 堺市、神戸市

268 消防局 大阪湾消防艇相互応援協定に基づく覚書 堺市消防局、神戸市消防局

269 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 (一社)全国クレーン建設業協会

270 消防局 大阪・枚方寝屋川消防組合消防相互応援協定 枚方寝屋川消防組合

271 消防局 災害時における医師等による消防活動支援に関する協定 大阪公立大学医学部付属病院

272 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 大阪府解体工事業協会

273 消防局 五都市消防相互応援協定 名古屋市、京都市、神戸市、堺市

274 消防局 関西国際空港消防相互応援協定
堺市、岸和田市、泉大津市、貝塚市、和泉市、高石市、泉州
南消防組合、忠岡町、関西エアポート(株)

275 消防局 大阪国際空港周辺都市航空機災害消防相互応援協定
堺市、豊中市、東大阪市、池田市、吹田市、八尾市、松原
市、柏原羽曳野藤井寺消防組合、高石市、尼崎市、西宮市、
伊丹市、宝塚市、川西市

276 消防局 兵庫県・大阪府航空消防防災相互応援協定 兵庫県、大阪府

277 消防局
大規模自然災害が発生及び予測される場合における浪速消防
署配置車両の施設使用に関する協定

（株）湊町開発センター

278 消防局
津波等の水害時における此花消防署配置車両の施設使用に関
する協定

佐川急便（株）

279 消防局
大規模な災害が発生した場合における燃料の供給に関する申
合せ

大阪シティバス(株)

280 消防局 大阪市、西宮市消防相互応援協定 西宮市

281 水道局
災害発生時における日本水道協会関西地方支部内の相互応援
に関する協定

日本水道協会関西地方支部、日本水道協会大阪府支部、日本
水道協会京都府支部、日本水道協会兵庫県支部、日本水道協
会奈良県支部、日本水道協会滋賀県支部、日本水道協会和歌
山県支部

282 水道局 大規模地震発生時における飲料水の運搬協力に関する覚書 サントリーMONOZUKURIエキスパート(株)

283 水道局 大阪市と守口市の相互応援給水に関する協定 守口市
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284 水道局 大阪市と摂津市の相互応援給水に関する協定 摂津市

285 水道局 寝屋川市における応急給水協力に関する協定書 寝屋川市

286 水道局
松原市上下水道部・大阪市水道局災害相互応援に関する実施
協定

松原市

287 水道局
松原市上下水道部・大阪市水道局災害相互応援に関する実施
細目

松原市

288 水道局
大阪湾沿岸に到着する津波発生時における情報提供に関する
協定

国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所

289 水道局
羽曳野市水道局・大阪市水道局災害相互応援に関する実施協
定

羽曳野市

290 水道局 大阪市と東大阪市の相互応援給水に関する協定 東大阪市

293 水道局 大阪市と松原市の相互応援給水に関する協定書 松原市

294 水道局
河内長野市・大阪市 水道事業に係る災害時相互応援に関す
る実施協定書

河内長野市

295 水道局
尼崎市水道局・大阪市水道局災害時相互応援に関する実施協
定

尼崎市

296 水道局
柏原市上下水道部・大阪市水道局災害時相互応援に関する実
施協定

柏原市

297 水道局
八尾市水道局・大阪市水道局災害時相互応援に関する実施協
定

八尾市

298 水道局 大阪市と門真市の相互応援給水に関する協定書 門真市

299 水道局 災害時における給水装置等応急対策の協力に関する協定 大阪市管工設備協同組合

300 水道局 大阪広域水道企業団と大阪市水道の相互援助に関する協定 大阪広域水道企業団

301 水道局
大阪広域水道企業団と大阪市水道の相互援助の実施に関する
覚書

大阪広域水道企業団

302 水道局
大阪広域水道企業団工業用水道と大阪市工業用水道の応援分
水に関する協定書

大阪広域水道企業団

303 水道局 19大都市水道局災害相互応援に関する覚書
札幌市、仙台市、さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、新
潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、堺市、神戸市、
岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市

304 水道局 19大都市水道局災害相互応援に関する覚書実施細目
札幌市、仙台市、さいたま市、東京都、川崎市、横浜市、新
潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、堺市、神戸市、
岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市

305 水道局 災害時における応急復旧対策の協力に関する協定 （一社）大阪建設業協会

306 水道局 災害時における応急復旧対策の協力に関する協定 （一社）日本建設業連合関西支部

307 水道局 大阪市と堺市の相互応援給水及び維持管理に関する協定書 堺市

308 水道局 松原市と大阪市の相互応援給水に関する協定書 松原市

309 水道局 大阪市と寝屋川市の応援給水に関する協定書 寝屋川市

310 水道局 大阪市と八尾市の相互応援給水に関する協定書 八尾市

311 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）光明製作所

312 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 東栄管機（株）大阪支店

313 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）タブチ
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314 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）日邦バルブ大阪営業所

315 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 前澤給装工業（株）大阪支店

316 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 日本プラスチック工業（株）大阪支店

317 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 富士鉄工（株）

318 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）ティーム

319 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）清水合金製作所大阪営業所

320 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 コスモ工機（株）大阪支店

321 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 幡豆工業（株）大阪営業所

322 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 大成機工（株）

323 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 角田鉄工（株）大阪営業所

324 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 朝日鋳工（株）

325 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）栗本鐵工所

326 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 （株）クボタ

327 水道局 災害時における水道施設の応急対策の協力に関する協定書 (株)清水鐵工所大阪営業所

328 水道局
東京都水道局と大阪市水道局の災害時の救援活動に関する覚
書

東京都水道局

329 水道局
近畿２府４県内の工業用水道事業者の震災時等の相互応援に
関する覚書

福井県、越前市、若狭町、滋賀県、京都府、大阪広域水道企
業団、兵庫県、神戸市、尼崎市、西宮市、伊丹市、高砂市、
朝来市、福崎町、和歌山県、和歌山市、紀の川市

330 水道局
近畿２府４県内の工業用水道事業者の震災時等の相互応援に
関する覚書実施細目

福井県、越前市、若狭町、滋賀県、京都府、大阪広域水道企
業団、兵庫県、神戸市、尼崎市、西宮市、伊丹市、高砂市、
朝来市、福崎町、和歌山県、和歌山市、紀の川市

331 水道局 大阪市と吹田市の応援給水に関する協定書 吹田市

332 水道局 泉大津市・大阪市災害時相互応援に関する実施協定 泉大津市

333 水道局 災害時における応急対策活動の協力に関する協定 （株）大阪水道総合サービス

334 危機管理室 災害時における人的支援に関する協定 公益社団法人大阪府鍼灸マッサージ師会

335 危機管理室 災害時の資機材等に供給についての協定書 日立建機日本(株)

336 危機管理室 災害時における応急対策機材の供給等に関する協定書 (株)ナガワ

337 危機管理室 災害時における連携に関する協定 大阪ガスネットワーク(株)

338 危機管理室 災害時における支援協力に関する協定書 （一社）ドローン協会、（株）ドローンプラス

339 危機管理室
災害時における居室等を設備したっ車両の提供に関する協定
書

(株)LCAホールディングス、(株)アネックス

340 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 牛乳石鹸共進株式会社

341 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 コーナン商事株式会社
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342 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 株式会社エアリッシュ

343 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 プラス株式会社　ジョインテックスカンパニー

344 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 萩原工業株式会社

345 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 ロイヤルホームセンター株式会社

346 危機管理室 災害救助物資の供給等に関する協定 スギホールディングス株式会社

347 危機管理室 災害発生時等における施設の提供協力に関する協定 株式会社ザイマックス関西、株式会社ザイマックスカレス

348 危機管理室 災害発生時等における施設の提供協力に関する協定
一般財団法人大阪国際経済振興センター（インテックス大
阪）

349 危機管理室
災害発生時等における施設の提供協力に関する協定（施設内
荷役、物資輸送、物流専門家の派遣を含む）

福山通運株式会社

350 危機管理室
災害時における物資の輸送・荷役等に関する協定（物流専門
家の派遣を含む）

一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク

351 危機管理室 災害時における物資の輸送・荷役等に関する協定 アート引越センター株式会社

352 危機管理室
災害時における物資の輸送・荷役等に関する協定（物流専門
家の派遣を含む）

佐川急便株式会社

353 健康局 災害時における電動車両等の支援に関する協定書 西日本三菱自動車販売(株)、三菱自動車工業(株)

354 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 大幸工業(株)

355 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 大阪ベントナイト事業協同組合

356 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 (株)南海興業

357 消防局 災害時における消防活動への協力に関する覚書 (株)リヴァックス

358 水道局 大阪府域の水道災害における情報共有及び支援に関する協定
大阪府、大阪広域水道企業団、大阪府内全ての市町水道事業
体

359 大阪港湾局
大規模災害時における大阪港内漂流物等の仮置場の設置協力
に関する協定

大阪湾広域臨海環境整備センター

360 大阪港湾局 災害時における荷役等に関する協定書 大阪港運協会、大阪船内荷役協会、大阪沿岸荷役協会

361 経済戦略局 災害時における旅行者の受入れ等に関する協定

ザ・リッツ・カールトン大阪、シェラトン都ホテル大阪、ホ
テルインターゲート大阪 梅田、大阪キャッスルホテル、ス
イスホテル南海大阪、リーガロイヤルホテル、帝国ホテル
大阪、ホテルグランヴィア大阪、インターコンチネンタルホ
テル大阪、ザ　ブリッジホテル心斎橋、シティプラザ大阪、
ハートンホテル心斎橋、ハートンホテル心斎橋長堀通、ハー
トンホテル西梅田、ハートンホテル北梅田、ホテル エルセ
ラーン大阪、ホテルビナリオ梅田、ホテルロイヤルクラシッ
ク大阪、大阪逸の彩（ひので）ホテル、道頓堀ホテル、イビ
ス大阪梅田、セント レジス ホテル大阪、ホテルトラスティ
大阪阿倍野、桜ガーデンホテル、大阪東急ＲＥＩホテル、Ｋ
ＫＲホテル大阪、ネストホテル大阪心斎橋、ホテルグレイス
リー大阪なんば、ホテルニューオータニ大阪、グランドプリ
ンスホテル大阪ベイ、センタラグランドホテル大阪、ANAク
ラウンプラザホテル大阪、相鉄グランドフレッサ　大阪なん
ば
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17 その他 
 
１． 震災対応業務にかかる課題（全区共通課題）への対応策について（抜粋） 
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２．  道路・橋梁等の耐震化及び応急対策（本市、高速道）等 
（１）道路・橋梁の耐震化及び応急対策 

道路・橋梁は、平常時には人や車の通行路、物資の輸送路、ライフライン施設・地下鉄な
どの公共公益施設の受入や緑化の空間など多様な役割を担っている。また、震災時には避
難・救援活動を支える避難路や緊急交通路、火災の延焼を抑える防災空間などの役割を果た
す。このため、道路の新設・拡幅による良好な道路網の形成や道路構造物の耐震化などの整
備を実施する。 
ア 耐震対策 

避難路、緊急交通路などに架かる橋梁について、橋脚補強、落橋防止、桁の連続化など
の耐震対策を、また、橋梁を含むその他の道路構造物についても補修を推進している。 

イ 道路の点検 
道路管理者（港湾管理者）（以下、トンネル部管理者も含む）は、速やかに道路パトロ

－ル等による点検を実施し、また関係機関等からの通報を受け、道路の被災箇所（陥没、
隆起、亀裂、橋梁の損壊等）や通行障害箇所等の発見に努める。 

ウ 応急対策 
（ア）応急対策は、次の内容により実施する。 
① 災害発生直後、関係機関と相互に緊密な情報交換を行うとともに、被害状況等の情報を収

集し、市本部へ報告する。 
② 被災箇所を発見したときは、直ちに所轄警察に連絡のうえ、道路利用者の安全を確保する

ため、通行止め等の交通規制を行う。 
③ トンネル部管理者は、利用者の避難誘導を行うとともに、迅速かつ的確な対応を行い、消

防機関に協力するものとする。 
④ 道路管理者（港湾管理者）は、道路への危険物の流出が認められたときには、関係機関と

協力し、速やかに通行止め等の安全確保のための措置を行う。 
⑤ 被災箇所では、被害の拡大防止や通行路の確保のため、速やかに応急措置や仮復旧工事等

の応急対策を実施する。 
⑥ トンネル部管理者は、車両火災等により発生する煙の排出を行うとともにトンネル内の温

度上昇に伴い、二次災害の恐れのある場合は、消防機関等と連携し、適切な消化・冷却措
置を行う。 

（イ）応急対策の体制は、次の内容により実施する。 
① 道路管理者（港湾管理者）は、災害発生後速やかに、災害の拡大防止のために必要な措

置を講じるものとする。 
② 道路管理者（港湾管理者）は、埋設企業体等と連携して応急対策を行うとともに、必要

に応じて協力業者等への協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足するときは、応
援要請を市本部に依頼する。 

③ 地震時等の災害時において、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、道路・
橋梁施設の調査や応急対策等の災害支援対策として各種団体と下記の協定を締結してい
るので、活用する。 
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  

締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  
一般社団法人 大阪建設業協会 

・災害時における調査等の相互協力に関する協定 
締結相手：公益社団法人 土木学会関西支部 

・震災時における大阪市管理橋梁の応急対策業務に関する協定書 
締結相手：一般社団法人 日本橋梁建設協会 

 
 
（２）高速道路の耐震化及び応急対策（阪神高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社） 

阪神・淡路大震災では、高架部分の橋脚の倒壊、橋桁落下等の甚大な被害が発生し、周辺
道路へ与える二次災害も大きなものであった。 
震災時において、そのような被害が発生し救援・救護、復旧活動の支障とならないよう既

設の橋梁、高架部に対し耐震診断を行い、その結果に基づき、耐震補強、落橋防止対策等を
行っていく。 
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ア 耐震対策 
阪神・淡路大震災の結果を踏まえた国土交通省の「橋、高架の道路等の新設及び補強

に係わる当面の措置について」及び平成８年11月改訂の道路橋示方書に基づき、主に以
下に示す耐震補強工事を行っている。 
① 橋脚補強工事 
② 落橋防止装置改良工事 

   ③ 支承取替工事 
④ 橋脚連続化工事 

イ 災害警備体制の確立 
阪神高速道路及び近畿自動車道の災害時における交通を確保し、当該道路が災害時に

おいても都市高速道路としての社会的役割を果たすべく体制の整備に努める。 
① 地震計の追加設置 
② 防災中枢機能の強化及び非常時の参集体制の強化 
③ 各種施設による車両通行機能の強化及び避難誘導計画等の 
整備 

④ 道路通行規制の実施基準の整備、防災知識の普及 
⑤ 収集・観測機器、通信手段、情報提供施設等の整備 
⑥ 人員・資機材及び物資の確保、各種資料の整備保全 
⑦ 総合防災施設の整備 
⑧ 広域的な応援体制の確保 
⑨ 防災教育、制度等の整備 

ウ 応急対策 
応急対策は、災害時における交通の混雑を防止し、高速道路等に被害が発生した場合に

おける応急、復旧措置を迅速・的確に行う。 

（ア）災害対策本部の設置 
高速道路等に地震による大規模な被害が発生、又は発生のおそれがあるときに、災害

対策本部を設置する。 
阪神高速道路株式会社にあっては、本社に災害対策本部を、管理本部及び建設部等に

現地推進本部を設置する。西日本高速道路株式会社にあっては、関西支社に災害対策本
部を設置する。 
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（イ）災害対策本部の組織 
本部の組織は、次のとおりとする。 
 

災害対策本部（本社） 

本部会議 
＜本部長＞ 
社長 
 
＜副本部長＞ 
保全交通担当執行役員 
 
＜本部員＞ 
全役員、本社全部室長、建設企画部長、用地センター長、防災・危機管理室長 

＜実施班＞ 
全体統括、総務班、広報班、営業班、保全交通班、建設班、事業計画班 

 
 

 

 

 

図 阪神高速道路株式会社 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地推進本部 

（管理本部） 

 現地推進本部 

（建設部） 

本部会議 
＜本部長＞ 
管理本部長又は管理
本部担当執行役員 
 
＜本部長代行＞ 
管理部長 
 
＜副本部長＞ 
管理企画部長 
保全部長 

本部会議 
＜本部長＞ 
建設部長 
 
＜副本部長＞ 
次長 
企画課長 

＜実施班＞ 
総務班 
営業班 
保全交通班 

＜実施班＞ 
総務班 
建設班 
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図 西日本高速道路株式会社関西支社 組織図 

 

（ウ）応急・復旧に関する措置 
① 供用中の高速道路及び附属施設の復旧にあたっては、次に掲げるところにより、

少なくとも一車線を走行可能な状態に速やかに復旧し、必要ある箇所については応急復
旧と同時に、又は応急復旧に引き続いて本復旧を行うものとする。 
a 路面が破損した場合には、砂利、砕石等により破損箇所を修理し、アスファルト

舗装等により応急復旧を図る。 
b 排水設備、電気設備、通信設備、その他附属設備等に被害を生じた場合は、早急

に原因を調査し、応急の措置を行う。 
c 浸水、建造物の倒壊その他による被害が生じた場合は、排水、堆積物の排除等を

行い、交通の確保を図る。よう壁等が破壊した場合には、必要な資器材を使用し
て応急復旧を図る。 
 
 
 

 

総括責任者

副総括責任者

支社長

副支社長(事)
副支社長(技) 総括班

総務企画部長
管理事業部長
建設事業部長

企画調整グループ
管理事業統括チーム
建設事業統括チーム

交通班

道路管制センター長
統括指令

交通グループ
交通技術チーム

総務班
総務グループ
経理グループ

営業班

関連事業室
料金グループ

顧客リレーションチーム
管理グループ
ＥＴＣチーム

道路復旧班

保全グループ
改良チーム
施設グループ
施設整備チーム

建設班

建設グループ
施設グループ
施設整備チーム
技術管理チーム
計画設計チーム
用地グループ
補償審査チーム

技術支援班 技術事務所

広報班 広報グループ

西日本高速道路株式会社関西支社
吹田管理事務所対策本部
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① 工事中の道路及び附属施設 

工事中の高速道路及び附属施設に係る被害が発生した場合には、被害の拡大を防ぐと
ともに工事及び工事用資器材の保全を図るため、関係請負業者の協力を得て応急復旧そ
の他の措置を講じ、必要ある箇所については応急復旧と同時に、又は応急復旧に引き続
いて本復旧を行うものとする。 
 

（３）公園及び街路樹に関する応急対策 
ア 公園の点検 

建設部は、速やかに都市公園の巡視点検を実施し、また、関係機関等からの通報を受
け、都市公園の被災箇所（陥没、隆起、亀裂、公園施設の破損等）の発見に努める。 

イ 街路樹の点検 
建設部及び大阪港湾部は、道路管理者（港湾管理者）等と連携し、速やかに街路樹の巡

視点検を実施し、また、関係機関等からの通報を受け、街路樹の被災箇所（倒木、傾斜
木、枝おれ等の被害）の発見に努める。 

ウ 応急対策の実施 
応急対策は、次の内容により実施する。 

（ア）公園の応急対策 
①  被災箇所を発見したときは、必要に応じ立ち入り禁止等の措置をとる。 
②  避難場所としての機能確保にむけ、広場、出入り口等の陥没、隆起、亀裂などの整

地等応急対策を実施する。 
（イ）街路樹の応急対策 

被災箇所を発見したときは、必要に応じ道路管理者（港湾管理者）等に連絡のうえ、
被害木の除去、傾斜復旧、支柱設置等の応急対策を実施する。 
応急対策の体制は、次の内容により実施する。 
建設部は、関係機関等と連携し応急対策を行うとともに、必要に応じて協力業者等へ

の協力を依頼する。なお、要員や資器材等が不足するときは、他都市等への応援要請を
市本部に依頼する。 
また、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、公園施設の調査や応急対策

等の災害支援対策として各種団体と下記の協定を締結している。  
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  

締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  
一般社団法人 大阪建設業協会 

 
 

３． 鉄道施設の耐震化及び応急対策 
鉄道施設は、公共交通機関として多数の人を輸送していることから、地震により構造物の破

壊が生じた場合、人命に大きな被害が生じるほか、社会生活にも多大の支障をきたすこととな
る。このため、鉄道施設の耐震性を向上させることが強く求められる。また、新線の計画に当
たっては防災面からも良好な鉄道網を形成するよう求められている。 
（１）大阪市高速電気軌道株式会社  

高架・橋梁部の橋脚の耐震補強やトンネル部の補強、駅の防災設備の整備等を行う。 
ア 耐震対策 

東日本大震災の被災状況などから得られた、新たな知見・耐震設計基準等を踏まえ、さ
らなる耐震性の向上に取り組む。 

（ア）高架・橋梁部の耐震補強 
（イ）ずい道の補強 
（ウ）列車の逸脱防止対策の実施 
（エ）建築物の耐震診断及び耐震補強 

イ 災害警備体制の確立 
（ア）災害時活動体制に関する社内規定の整備 
（イ）地震計監視システムによる常時監視体制の整備 
（ウ）各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法､列車運転規制計画等の周知徹底 
（エ）災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 



458 

 

（オ）防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には、「異常事態基本細則」に基づく配備体制をとり、旅客の安全確
保及び被害の最小化と災害復旧に取り組む。 

 
 

（２）西日本旅客鉄道株式会社等（ＪＲ西日本、ＪＲ貨物、ＪＲ東海）  

阪神・淡路大震災後、近畿運輸局からの当面の指示（平成7年7月31日付）に基づき、既存
の鉄道構造物の緊急耐震補強計画を作成した。当面はこの緊急耐震補強計画に従って補強工
事を進め、新しい設計基準が定められた段階で再度見直しを実施する。 
ア 耐震対策 

以下の耐震補強を新幹線から優先的に実施する。 
(ア)  ラーメン高架橋、ラーメン橋台の補強 
(イ)  落橋防止工 
(ウ)  建築物の耐震診断、耐震補強 

イ 災害警備体制の確立 
列車運転の安全確保のため、災害発生の恐れがある場合に必要な次の計画を毎年度当初

において策定する。 
(ア)  気象観測機器の整備及び観測報告 
(イ)  警戒発令基準（第１種、第２種）を地域気象条件により定める。 
(ウ)  各施設の警備計画表の作成、要注意箇所に対する警備方法、列車運転規制等の周

知徹底を図る。 
(エ)  災害応急、復旧に必要な機器及び資材の準備、調達計画を立てる。 
(オ) 職員の非常招集計画及び訓練計画を立てる。 

ウ 応急対策 
各社は、相互に連携をとり、それぞれ定められた「災害応急処理規程」等に基づき、迅速

かつ的確に応急復旧対策を実施する。 

（ア） 災害復旧本部及び災害対策本部の設置 
災害が発生し、被害等が各社であらかじめ定める設置基準になったときは、対策本

部等を設置し、主として次の業務を実施する。 
 

① 西日本旅客鉄道株式会社 
 
事故対策本部等の種別、設置基準及び招集範囲 

 設  置  基  準 招  集 範 囲 

第１種体制 

・重大な列車事故が発生したとき 

・旅客が死亡したとき 

・多数の負傷者が生じたとき 

・主要な本線が長期間不通となる 

おそれがあるとき 

・特に必要と認めたとき 

招集可能者の全員 

（Ａ招集） 

招集可能者の半数 

（Ｂ招集） 

第２種体制 

・列車事故が発生したとき 

・本線が長期間不通となるおそれが 

あるとき 

・長時間影響を及ぼすとき 

・その他必要と認めたとき 

必要最小限 

（Ｃ招集） 

※ 招集範囲は本部員の班別構成標準による。 

 ※ 上記を標準として関係室長、鉄道部員及び駅区所長は,種別毎の 

招集者を定めておくこと 
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② 日本貨物鉄道株式会社（関西支社） 

名 称 設置場所 設 置 の 基 準 業  務 

現地対策 

本 部 

現 地 Ａ 大都市近郊で大事故が発

生したとき、又は貨物会社の責

により旅客が死亡もしくは多

数負傷したとき 

Ｂ 車両が10両以上脱線、又は

貨物会社の責により旅客が負

傷したとき 

Ｃ 車両が５両以上脱線、又は

本線が３時以上不通となるお

それがあるとき 

Ｄ その他特に必要とみとめ

たとき 

(１)旅客等の救護 

(２)応急・復旧作業 

(３)輸送上の手配 

(４)被害状況の調査 

支社対策 

支 社 (１)非常の輸送措置 

(２)応急復旧の企画 

(３)災害状況の調査 

(４)情報の収集伝達 

(５)その他 

 
③ 東海旅客鉄道株式会社（新幹線鉄道事業本部及び関西支社） 

名 称 設置場所 設 置 の 基 準 業  務 

対策本部 新幹線 

鉄道事業 

本部 

(１)大事故が発生し、旅客の救

護、代行輸送の手配、交通規

制等広範囲にわたり地方自治

体、警察署、病院等の公共機

関の応援を必要とするとき 

(２)風水害により、輸送に大き

な影響をおよぼすおそれのあ

るとき 

(３)事故処理に特に注意を要す

る事故が発生したとき 

(４)その他、特に必要と認めた

とき 

(１ )事故状況の調

査 

(２ )資材及び備品

等の手配 

(３ )事故復旧処理

及び原因調査 

(４)輸送計画、運転

整理等 

(５)その他 

（非常招集） 

 非常招集及び非常招集の種

別は、新幹線鉄道事業本部長が

決定するものとする。 

 非常招集は、事故等の復旧見

込み時間に応じて第１出動、第

２出動、第３出動の招集を行う。 

※運転事故及び災害応急処理取

扱細則、新幹線運転事故及び災

害応急処理取扱標準による。 

復旧本部 現地 (１)旅客の救護 

(２)応急、復旧作業 

(３ )現地における

情報の提供 

(４)その他 

 

（イ）災害発生時の動員体制 
①災害発生の場合は、駅、区、所長は、その状況を輸送指令に報告する。 
②輸送指令は、関係指令に連絡するとともに、必要と認められる箇所に連絡する。 
 関係課長又は駅、区、所長は、必要な職員に対し非常招集を行う。 

（ウ）旅客等の避難 
災害時における旅客等の避難に必要な指示、伝達、誘導及び受入等については、あら

かじめ定められた方法により、迅速、的確に行うものとする。 

（エ）地震時の対策(運転規制基準等) 
①西日本旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社 

地震が発生したときの運転基準及び取扱いは、おおむね次のとおりとする。 
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a 駅長 
(ａ)輸送指令に報告するとともに、保線区長、電力区長等に通報し列車の停止手配を行

う。 
(ｂ)輸送指令の指示により、運転士に対し運転の見合せ（口頭）、速度制限（運転通

告）等の必要な措置を講ずる。 
(ｃ)列車が停車場付近に停止した場合、支障のないときは停車場内に誘導する。 

 
b 動力車乗務員 
(ａ)強い地震を感知したときは、直ちに停止させる。 
(ｂ)線路等に異常がないと認められないときは、次の停車場まで注意運転（15 ㎞/h）

を行う｡ 
(ｃ)停車場まで注意運転をしたときは、駅長を介して輸送指令の指示により必要な措置

を講ずる。 
 
c 輸送指令 

運        転       規       制 

速    度   制   限 運   転  見  合   せ 

地震計が震度４（40ガル以上） 

を示したとき 

地震計のない区域では指定駅

での体感震度４と認められる場

合  

 

標      準 

規制範囲内を初列車は15㎞ /h

以下、初列車が到着し異常がな

ければ次列車以降異常なしの通

報があるまで45㎞/h以下 

地震計が震度５（80ガル以上）  

を示したとき 

地震計のない区域では指定駅

での体感震度５と認められる場

合  

 

標       準 

規制範囲には列車を進入させ

ない。  

規制範囲内を通過中の列車は速

度15㎞/h以下で最寄駅に到着  

運転中止、再開は左記と同様  

 

d 保線区長 
震度４以上を観測したとき、下記段階に応じ線路の特別巡検を実施する。 

ａ 震度５（80 ガル）以上のとき第１種 
ｂ 震度４以上（40～80 ガル）のとき第２種 

（注）気象庁が発表している震度は加速度データの周期、継続時間等を考慮し算出
しているため、ここでの記述とは異なる。  

②東海旅客鉄道株式会社 
新幹線では、鉄道沿線に設置している表示用地震計（感震器）及びユレダス（地震

動早期検知警報システム）により、変電所及びき電区分所の遮断器を自動遮断して架
線を停電させ、列車を完全に停止させる。 
列車の運転再開については、地震強度等により現地巡回等の安全確認を行ったうえ

で規制解除する。 
なお、安全確認は地震強度により４段階（甲・乙・丙・丁）の方法で行う 

※運転事故及び災害及び災害応急処理取扱細則、新幹線災害時運転規制等取扱細
則等による。  

 

（３）阪神電気鉄道株式会社  

地震災害を予防するため、鉄道施設の維持改良に努めるとともに、次の事項の防災体制を整
えておくものとする。 
ア 耐震対策 
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（ア） 高架橋、橋梁の維持補修並びに改良強化 
（イ） 河川改良に伴う橋梁改良 
（ウ） 法面、土留の維持補修並びに改良強化  
（エ） ずい道の維持補修並びに改良強化 
（オ） 建物等の維持補修並びに改良強化 
（カ） 線路周辺の環境条件の変化による災害予防の強化 
（キ） その他防災上必要な設備改良 
イ 災害警備体制の確立 
（ア） 震度計等を用いた継続的監視体制の確立 
（イ） 災害時の配備体制の確立 
（ウ） 各施設の警備計画､要注意箇所の警備方法､列車運転規制計 画等の周知徹底 
（エ） 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
（オ） 防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には、被害を最小限にとどめ速やかに被害復旧にあたるため、災害対
策本部を設置し、輸送の確保に努める。 

（ア）災害対策組織 
災害が発生した場合、又は発生するおそれが生じた時は、「鉄道非常事態対策規則」

に基づき対策本部を設置する。 
なお、災害の程度により対策本部の組織を適宜変更し、社内組織を充分活用する。 

（イ）対策内容 
災害が発生した場合、電気・車両・工務・運輸・救護業務の各責任者は災害警備規定

に基づき、災害の程度に応じ各担当部門毎に、復旧・輸送・救護・警備の処置をとる。 
 

（４）阪急電鉄株式会社  

災害を予防するため、列車運転の安全確保に必要な線路及び諸設備の実態と周囲の諸条件
を把握し鉄道施設の維持改良に努めるとともに、各種災害に対処し得る体制を整備しておく
ものとする。 
ア 耐震対策 
（ア） 橋梁の維持補修並びに改良強化 
（イ） 河川改修に伴う橋梁改良 
（ウ） 法面、土留擁壁等維持補修並びに改良強化 
（エ） 建物等の維持補修並びに改良強化 
（オ） 電線路支持物等の維持補修並びに改良強化 
（カ） その他防災上必要な設備改良 
イ 災害警備体制の確立 
（ア） 気象観測機器、地震計の整備 
（イ） 災害時の配備体制の確立 
（ウ） 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制 

計画の周知徹底 
（エ） 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
（オ） 防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には、旅客の安全確保に努めるとともに被害を最小限にとどめ、
速やかに被害復旧にあたるため、必要に応じて災害対策本部を設置し輸送力の確保に努
める。 
災害が発生した場合又はそのおそれのある場合、当社「緊急事態対策規程・防災体制

要綱」に基づき適確迅速な防災措置をとるとともに、必要に応じて現地及び本社に対策
本部を設置し、早期に事態の収拾を図る。 

 

（５）京阪電気鉄道株式会社  

列車運転の安全確保に必要な線路及び諸設備の維持改良に努めるとともに、地震時に対処
し得る体制を整備しておくものとする。 
ア 耐震対策 
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（ア） 落橋対策として、橋台拡幅、ズレ止め、桁連結を施工 
（イ） 高架橋及び高架橋上のコンクリート柱の補強 
（ウ） 橋上駅舎、変電所、信号所の補強 
（エ） 駅や機器室にある電気関係機器の倒壊防止のための補強 
（オ） 車庫内で仮置中の車体の転倒防止 
（カ） 法面、土留擁壁の維持補修並びに改良強化 
イ 災害警備体制の確立 
（ア） 地震計の設置 
（イ） 災害時の連絡体制、配備体制の確立 
（ウ） 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制 

計画等の周知徹底 
（エ） 非常用器材、飲料水、食料の調達方法の確立 
（オ） 防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には、旅客の安全確保に努めるとともに被害を最小限にとどめ、
速やかに被害復旧にあたるとともに輸送力の確保に努める。 
地震により非常災害が発生したときは、当社は「鉄道災害対策規則」及び「東南海・

南海地震防災対策計画」に基づき非常災害組織を設け対処する。 
災害の程度に応じ「鉄道災害対策規則」に基づき、配備体制をとり係員を動員する。 

 

（６）近畿日本鉄道株式会社  

列車運転の安全確保に必要な線路及び諸設備の実態と周囲の諸条件を把握し施設の維持改
良に努めるとともに、各種災害に対処し得る体制を整備しておくものとする。 
ア 耐震対策 
（ア）高架橋、橋梁の耐震補強 
（イ）河川改修に伴う橋梁改良 
（ウ）法面、土留擁壁等の維持補修並びに改良強化 
（エ）ずい道の維持補修並びに改良強化 
（オ）建物等の維持補修並びに改良強化 
（カ）線路周辺の環境条件の変化による災害予防の強化 
（キ）電線路支持物等の維持補修並びに改良強化 
（ク）その他防災上必要な設備改良 
イ 災害警備体制の確立 
（ア）気象観測機器、地震計の整備 
（イ）災害時の連絡体制、配備体制の確立 
（ウ）各施設の警備計画､要注意箇所の警備方法､列車運転規制計画 

等の周知徹底 
（エ）災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
（オ）防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には被害を最小限にとどめ、速やかに被害復旧にあたり、旅客の
安全確保を図るとともに輸送力の確保に努める 

（ア）非常本部等の設置 
災害により非常事態が発生した場合、当社「災害救助規程」により本社に非常本

部、輸送統括部に非常支部を設置し、必要により現地に復旧本部を設置して対処す
る。 

（イ）配備態勢及び動員数 
「災害救助規程」により災害の程度に応じた業務担当班を設置して班員を動員す

る。 
（ウ）通信連絡体制 

① 鉄道電話、ＮＴＴ加入電話及び携帯電話を活用し、所定の緊急通信連絡を行う。 
② 必要に応じて携帯用無線機を所持した係員を急派し、本部との通信連絡にあた

らせる。 
③ 必要に応じて各地点に連絡用電話を架設し、可搬型電話機により通信連絡の確
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保にあたらせる。列車無線を活用して、連絡、情報の収集に努める。 
 

（７）南海電気鉄道株式会社  

災害を予防するため、おおむね、次の各号に掲げる事項について計画実施する。 
 

ア 耐震対策 
（ア）橋梁の維持補修並びに改良強化 
（イ）河川改良に伴う橋梁改良 
（ウ）法面、土留の維持補修並びに改良強化 
（エ）建物等の維持補修並びに改良強化 
（オ）電線路支持物の維持補修並びに改良強化 
（カ）その他防災上必要な設備改良 
イ 災害警備体制の確立 
（ア）気象観測機器の整備 
（イ）災害時の配備体制の確立 
（ウ）各施設の警備計画､要注意箇所の警備方法､列車運転規制計画 

等の周知徹底 
（エ）災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
（オ）防災訓練の実施 
ウ 応急対策 

災害が発生した場合には、併発事故の発生を防止し、被害を最小限にとどめ、旅客の
安全を確保するとともに、速やかに被害復旧にあたるため、災害対策本部を設置し、輸
送の確保を図る。 
災害が発生した場合、「異常事態対策規程」に基づき対処する。 

 

（８）阪堺電気軌道株式会社  

電車運転の安全確保に必要な線路及び諸施設の維持改良に努めるとともに、各種災害に対
処し得る体制を整備しておくものとする。 
ア 耐震対策 
（ア）施設、設備の定期的点検と計画的な保守補強 
（イ）橋梁の維持補修又は改良強化 
（ウ）法面、土留の維持補修並びに改良強化 
（エ）電線路支持物の維持補修並びに改良強化 
（オ）沿線電話等の通信設備の充実 

イ 処理体制の確立 
（ア）気象情報の収集及び連絡体制の確立 
（イ）要注意箇所の警備体制の周知徹底 
（ウ）救急機関への要請経路の確認 
（エ）各現場機関の処理体制の確立 
（オ）監督官庁への連絡方法の確認 
ウ 係員に対する教育 
（ア）異常時における通報連絡体制の確認 
（イ）処理体制についての周知 
（ウ）防災訓練の実施 

エ 応急対策 
地震等の災害が発生した場合は、応急処置及び救急体制を確保することにより、併発

事故防止と死傷者の救急並びに迅速な状況連絡の円滑を期する。 
災害が発生した場合、「異常事態対策規程」に基づき対処する。 

（ア）職員の非常招集 
災害等情報処理体制及び異常事態対策要領に基づき非常招集を行う。 

（イ）事故対策本部の設置   
本社に事故対策本部を、また現地には現地対策本部を設置する。 

（ウ）救急応援先への連絡  
関係先へ速やかな連絡を行う。 
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（エ）復旧及び代替輸送の確保 
南海電鉄（南海線、高野線）への振替輸送の取扱 

 
４． 河川・港湾施設等の耐震化及び応急対策 
（１）河川施設構造物の整備 

河川施設構造物は、洪水等による堤内地への浸水を防止するための治水施設であり、震災
時においてもその基本機能が確保できるよう液状化や津波への配慮が必要である。 
近畿地方整備局、大阪府及び市は、地震時の堤防、護岸の亀裂、崩壊による二次災害（津

波による浸水等）を防止するため、液状化等を考慮した堤防、護岸の耐震補強を行う。 
 

（２）港湾・海岸保全施設等構造物の整備 
臨港地区及びその背後市街地は、港湾・海岸保全施設等が大きな被害を受けた場合には、

浸水被害などの発生が危惧されるため、震災時においても、港湾・海岸保全施設等の基本機
能が確保できるよう、液状化等を考慮した耐震補強を行う。 
さらに、震災直後の緊急物資輸送及び避難者の輸送が円滑に行えるよう耐震強化岸壁等の

整備を行い災害に対する強化を図る。 
港湾管理者等の関係機関は、港湾の相互間の広域的な連携による航路啓開等の港湾機能の

維持・継続のための対策、緊急輸送等災害時に必要な航路等の機能の確保に努める。 
港湾管理者は緊急輸送等災害時に必要な航路等の水域沿いの民間港湾施設の適切な維持管

理等について検討を行う。 
 
（３）南海トラフ巨大地震の被害想定を踏まえた堤防耐震化の推進 

 

本市は、大阪府と連携し、府が設定した津波浸水想定の結果を踏まえ、液状化による防潮堤
や河川堤防の沈下対策について、大阪府防災会議の専門部会である「南海トラフ巨大地震土木
構造物耐震対策検討部会」で取り決めた重点化及び優先順位の考え方に則り、策定した実施計
画に基づき取り組みを推進する。 

 
（４）河川に対する応急対策 

ア 河川の点検 
建設部は、他の水防団体と連携し、速やかに河川巡視等による点検を実施し、また、本

市以外の河川管理者等からの通報を受け、河川の被災箇所（陥没、倒壊、亀裂、流水阻害
等）の発見に努める。 

イ 応急対策の実施 
（ア）被災箇所を発見したときは、直ちにその河川管理者に連絡のうえ、必要な水防活動

を行う。 
（イ）河川からの溢水、漏水のおそれのある被災箇所では、市本部と協議し、区本部と調

整のうえ、防災関係機関等と連携して市民等の避難誘導等を実施する。 

ウ 実施体制 
建設部は、河川管理者、他の水防団体、河川占用者と連携して水防活動を行うととも

に、必要に応じて協力業者等への協力を依頼する。また、本市管理河川においては緊急復
旧を実施する。なお、要員や資器材等が不足するときは、他都市等への応援要請を市本部
に依頼する。 
また、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、河川施設の調査や応急対策等

の災害支援対策として各種団体と下記の協定を締結している。 
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  

締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  
一般社団法人 大阪建設業協会 
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（５）港湾施設の応急対策 
ア 港湾施設の点検 

大阪港湾部は、岸壁等の港湾施設の地震後の点検を職員によるパトロ－ル、市民等及び関
係機関からの通報により実施し、破損・倒壊等の被害状況を把握するとともに、危険個所の
発見に努める。 

イ 応急対策の実施 

（ア） 当面の処理 
臨港道路における通行止め、防潮堤の土のう積み等施設に応じた処理を行う。 

（イ）応急復旧方法 
危険回避を目途として、応急復旧を施す。 

（ウ）実施体制 
大阪港湾部は、関係機関と連携し応急対策を行うとともに、必要に応じて協力業者等へ

の協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足するときは、他都市等への応援要請を市
本部に依頼する。 
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５．上水道施設の耐震化及び応急対策  

（１）上水道施設の耐震化  

ア 基本方針  

震災時における施設の強靭性を確保するための対策については、「大阪市水道施設整備

中長期計画」に基づき、緊急度と重要度によるリスク分析を通じて優先順位を設定した

上、計画的に進めていく。 

 

イ 対策内容  

（ア）施設の耐震性強化  

浄水施設から市内の全ての１次配水ブロックまでの一連の給水ルートの耐震性を確

保するとともに、各ブロック内での広域断水を回避できるための整備を進めることと

し、まずは切迫性が指摘されている南海トラフ巨大地震対策に必要な整備を最優先で

行い、続いて市内での震度が最大の上町断層帯地震対策に必要な整備と段階的に行

う。 

（イ）停電対策 

停電が長時間に及ぶ場合や広範囲にわたる場合の対策として、取･浄水施設における

施設運転用自家発電設備の整備と配水施設の施設運転用自家発電設備の増強による長

時間対応化を行う。 

 

（２）応急対策   

ア 震災時における応急復旧活動  

応急対策には応急給水活動、応急復旧活動が含まれる。応急給水活動については「対策

編［本編］第２部 応急・復旧・復興対策計画  第８章 物資の確保と供給体制 第３１節 

物資の確保と供給 ３１－２ 飲料水等の確保」による。以下は、応急復旧活動について述

べる。 

（ア）基本方針  

水道施設の応急復旧にあたっては、優先的な応急給水対象となる重要施設（災害時医

療機関、災害時避難所等）の早期通水を図るなど、応急給水目標と整合した応急復旧目

標を設定し、下水道施設の応急復旧とも連携しながら、水源となる取・浄・配水施設か

ら下流に向かって段階的に応急復旧を進める。  

 [応急復旧目標]  

Ａ 取・浄・配水施設の機能回復 

目  的：応急給水・応急復旧活動に必要な水源確保 

主な作業：取・浄・配水施設の緊急点検、緊急修繕 

浄・配水場への流入ルートの確保 
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Ｂ 重要施設へ至るルートの復旧 

目  的：生命維持に必要な「飲料水」「医療用水」の供給 

上記充足後、生活用水等への供給拡大 

主な作業：災害時医療機関、災害時避難所等の重要施設へ至るルートの復旧 

主要な管路の復旧 

Ｃ 全面復旧（震災後最大３週間を目途）   

目  的：全市の通常使用に向けた復旧 

主な作業：その他の管路の復旧 

（イ）具体的取組 

Ａ 取・浄・配水施設の機能回復 

まずは取・浄・配水施設の被害・稼働状況を把握し、修繕を行う。浄・配水場へ流

入する管路が破損している場合は、優先的に復旧する。必要に応じて、破損した浄配

水系統から稼働中の浄配水系統の切替などの運用変更を行う。 

Ｂ 重要施設へ至るルートの復旧 

重要施設へ至るルートは、優先して応急復旧する。特に、これらの施設に給水車で

水を運搬している場合は、最優先で復旧し、供給可能量を拡大する。復旧が進み、給

水車台数に余裕が出れば、必要に応じ、新たに給水車で運搬する施設を追加する。 

また、重要施設へ至るルートの優先的な復旧と並行して、全市の早期通水に向け

て、１次配水ブロックの主要な管路から応急復旧を進める。 

Ｃ 全面復旧   

全市通水（震災後最大３週間を目途）に向けて、残る管路を応急復旧する。 

 

イ 平常時における災害対策に関する取組 

（ア）他都市等との相互応援体制の強化およびその実効性確保のための防災訓練の実施 
（イ）災害時医療機関とのリスクコミュニケーションの実施 

（水の備蓄の促進、応急給水する受水槽の位置や構造の確認など） 
（ウ）上下水道が連携した応急復旧に向けた情報共有 

（重要施設一覧、災害時の連絡窓口、それぞれの施設配置図などの共有） 
（エ）応急給水用資器材及び応急復旧用資機材の確保・分散配置 
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６．下水道施設の耐震化及び応急対策 

（１）下水道施設の耐震化 

ア 基本方針 

下水道施設は、震災などにより下水道の機能が停止した場合、トイレの使用ができなくな
る他、公共用水域への未処理下水の流出による公衆衛生の悪化や避難場所等で浸水被害の
二次災害、また災害拠点病院や災害医療協力病院などの重要施設において水が使用できな
くなるなどにより市民生活に大きな影響を与え、安全で衛生的な生活環境確保のためには
不可欠な施設であり、住民生活を支える重要なライフラインのひとつである。 

地震発生時には、下水道が有する最低限の機能確保として、流下機能の確保、排水機能の
確保及び緊急交通路などの交通機能を確保するため、下水道施設の耐震化を図っていく。ま
た、重要施設に接続する上下水道管路等の耐震化を推進していくために、「大阪市上下水道
耐震化計画」を上下水道一体で策定し、重要施設の下流部にある下水道施設の耐震化も図っ
ていく。 

イ 対策内容 

対策の実施にあたっては、下水道施設の耐震化及び下水道施設の防災施設としての活用
を基本方針として次の施策を実施していく。 

（ア）管路施設の耐震化 

緊急交通路（重点 14 路線）における管路施設の耐震化による交通機能確保や、重要
施設において災害時も水が使用できるよう、重要施設と下水処理場を結ぶ管路施設の耐
震化による流下機能の確保に係る取組みを重点的に実施していく。 

（イ）下水処理場・抽水所の耐震化 

南海トラフ巨大地震による津波浸水等の影響がある下水処理場・ポンプ場の揚水施設
（排水機能）の耐震化や、災害拠点病院等の重要施設の下流部にある下水処理場・ポン
プ場の耐震化を重点的に実施していく。その後、下水処理場の沈殿施設等の耐震化の取
組みを進めていく。 

また、地震発生時に下水処理機能の確保として建築物の耐震化、停電時の機能の確保
として自家発電施設の整備に関する取組みを進めている。 

 

（ウ）防火・生活雑用水供給設備の整備 

下水処理場で高度処理された水の再利用として、消防用水として利用するとともに、市
民等の生活雑用水として提供できる処理水供給設備の整備を行う。 

全下水処理場１２施設のうち、令和５年度までに９処理場において整備を行っており、
残る３下水処理場については、引き続き整備を図っていく。 

（エ）マンホールトイレの整備 

災害時に避難者のトイレ使用を確保するため、広域避難場所にマンホールトイレの整
備を行う。 

マンホールトイレの整備は、令和５年度末現在、広域避難場所 34 箇所（1,460 個）で
設置を行っており、広域避難場所以外においても 220 個のマンホールトイレの設置を行
っている。 

 

（オ）津波対策 

津波の到達が予想される場合には、影響のある下水処理場、抽水所は防潮扉を閉鎖す
る。 

また、放流堰が防潮提より低い場所については、放流ゲートを全閉し津波の進入を防止
する。 

（カ）バックアップ体制 

地震時等の災害時において、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、必要に
応じて協力業者等への協力を依頼する。なお、下水道施設の調査や応急措置等の災害支
援対策として各種団体と下記の協定を締結している。 

・大阪市域内での災害時における災害活動の協力に関する協定 

      締結相手：クリアウォーターOSAKA 株式会社 
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・大阪市域外での災害時における災害活動の協力に関する協定 

      締結相手：クリアウォーターOSAKA 株式会社 

・災害時における応援復旧対策（仮設トイレ設置）の協力に関する協定書 

        締結相手：一般社団法人日本建設業連合会関西支部 

・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定 

  締結相手：公益社団法人日本下水道管路管理業協会関西支部 

・災害時等における災害復旧業務に関する協定 

  締結相手：公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会関西支部 

・自然災害による下水道機械・電気設備緊急工事に関する協定書 

      締結相手：一般社団法人日本下水施設業協会 

・下水道災害時おける大都市間の連絡・連携体制に関するルール 

       締結都市：東京都及び政令指定都市 

・下水道事業災害時近畿ブロック支援に関する申し合わせ 

      締結相手：下水道事業災害時近畿ブロック支援連絡会議 

 

（２）下水道施設の災害応急対策 

ア 基本方針 
地震による被害が発生し、又は災害が発生するおそれのある場合においては、市民生活に

与える影響が大きいため、被災状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図り、仮
排水ポンプや仮設消毒など下水道の機能を維持するために必要な緊急措置や応急復旧を講
じ、本復旧により下水道施設の速やかな復旧に努める。 
令和６年能登半島地震で、上水道と下水道の双方が復旧していなければ実質的に水が使用で

きないことが明確化したため、上下水道連携による災害時応急復旧活動の対応力の強化を図
る。大規模な震災により下水道に大きな被害が生じた場合、上下水道連携した応急復旧活動を
最優先で行う。 

 
 

イ 復旧対策（震災復旧の手順参照） 
（ア）緊急点検・調査、緊急措置 

地震発生直後に行う点検・調査であり、人的被害につながる二次災害の未然防止と安
全確保を目的とする。 
 

① 管路施設 
道路施設等が他施設に与える影響を主として地表から目視調査し、必要に応じて二

次被害防止のため陥没等の緊急措置を実施する。 
・マンホールと路面の段差を解消 
・管路施設被害による陥没箇所の土砂投入 
・危険箇所への安全柵設置 

② 処理場、抽水所 
重大な機能障害等による二次災害の未然防止と、安全確保を目的として緊急点検を

行う。また、被害の状況に応じて緊急措置を行うこととする。 

緊急措置は、以下のとおりとする。 
・安全柵等の設置 
・重大な機能障害に対する措置 
・二次災害等の危険性に対する措置 
・下水道施設の使用制限の検討 
なお、水質監視は下水処理場流入下水及び放流水について、別に定める緊急試験項

目により行う。また、市内事業場において、有害物質の保管・管理状況について緊急調
査を行う。緊急調査により、危険性のある被害に対しては緊急措置を行う。 

（イ）一次調査・応急復旧 
緊急措置後、調査範囲を拡大し一次調査を実施する。なお、調査は迅速かつ的確に把

握する必要があるため、本市だけで対応できない場合は支援組織や関係機関と協議・調
整を図り対応する。 
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応急復旧は本復旧までの期間において、施設の被害拡大が想定される場合下記の通り
実施する。 

① 管路施設 
必要に応じて下水管内、マンホール内の清掃、仮排水設備の設置等の応急復旧を行

う。 
・管路施設内への土砂流入によりマンホール、管渠内清掃 
・降雨時の浸水被害防止のため仮排水ポンプの設置 
・マンホールトイレの確保 

 ② 処理場、抽水所 
処理場、抽水所施設の最小限の機能を確保させるため、重要度の高いものから優先

的に調査を実施し、応急復旧を実施する。 
（ウ）二次調査・本復旧 

一次調査の結果により、本復旧を必要とする場合において工法や数量を確定させるた
めテレビカメラや、計測資料等により詳細な二次調査を実施する。 

本復旧実施にあたっては、将来計画や復興計画を考慮に入れ、他の災害関連先とも調
整の上、本復旧を実施する。 

① 管路施設 
被害箇所を確実に把握する必要があるため、目視調査での写真撮影、テレビカメラ

による管内調査を実施。 
② 処理場、抽水所 

機能回復までの期間を短縮するため、一次調査に引き続き詳細調査を実施する。 
  

 ウ 下水道施設の上下水道連携による応急復旧活動 
（ア）上下水道連携による応急復旧活動の目的 

大規模な震災により下水道に大きな被害が生じた場合、水道局が優先的に復旧する災害
拠点病院の重要施設等から下水処理場までの排水ルートの流下機能をすみやかに確保する
ことを目的とする。 

（イ）緊急点検の手順 
① 緊急点検（巡視） 
・水道局からの断水情報がある場合、水道局の復旧情報に合わせて、重要施設等から下
水処理場までの排水ルートを緊急点検（巡視）し、マンホールからの溢水・浮上・ルー
ト上の陥没等があれば流下機能がないと判断する。 
・水道局からの断水情報がない場合、水道局が優先的に復旧する重要施設等から下水処 
理場までの排水ルートを緊急点検（巡視）し、マンホールからの溢水・浮上・ルート上
の陥没等があれば流下機能がないと判断する。 
・上記内容について、状況に応じて使い分け、緊急点検（巡視）はすみやかに作業を終
了させる。 

② 緊急点検（目視） 
水道局が優先的に復旧する重要施設等から下水処理場までの排水ルート上の、マンホー
ル内部の緊急点検（目視）を①緊急点検（巡視）に引続き実施し、滞水状況及び流下機
能の確認をすみやかに行う。 

（ウ）応急復旧 
・流下機能がないと判断した場合は、すみやかに流下機能を確保するための応急復旧 
を実施する。 
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エ 被害想定及び復旧手順 

（ア）大阪市内の施設概要（令和５年度末現在） 

管渠施設：約 4,975km 

処理場：12 箇所(ほか汚泥処理施設の舞洲スラッジセンター1 箇所) 

抽水所：58 箇所 

（イ）施設被害の想定（平成 18 年度、平成 25 年度） 

① 管路施設 

想定地震 被害延長 

上町断層帯地震 約 920km 

生駒断層帯地震 約 320km 

有馬高槻断層帯地震 － 

中央構造線断層帯地震 約 270km 

東南海・南海地震 約 150km 

南海トラフ巨大地震 約 171km（大阪府想定） 

 

 

② 処理場 

想定地震 被害状況 

上町断層帯地震 液状化などによる被害：12 箇所 

生駒断層帯地震 
液状化などによる被害：10 箇所 
軽微な被害：2 箇所 

有馬高槻断層帯地震 － 

中央構造線断層帯地震 
液状化などによる被害：8 箇所 
軽微な被害：4 箇所 

東南海・南海地震 軽微な被害：12 箇所 

南海トラフ巨大地震 
軽微な被害：3 箇所（大阪府想
定） 
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図 復旧の手順（下水道施設） 
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図 復旧の手順（上下水道連携） 
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７．電気施設の耐震化及び応急対策 

（１）電気施設の耐震化（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社） 

ア 耐震化 

各設備所在地域の地震・津波による被害想定に従い、次の諸対策を実施する。 

なお、一般的な地震動による液状化に際しては、機能に重大な支障が生じないよう必要に応 

じて設計を行う。 

（ア） 火力発電設備 

機器の耐震は、発電所設備の重要度、その地域で予想される地震動等を勘案するほか、
発電用火力設備に関する技術基準等に基づいて設計を行う。 

建物については、建築基準法による耐震設計を行う。 

（イ） 送電設備 

架空電線路は、電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が、地震動による荷重を
上回るため、同基準に基づき設計を行う。 

地中送電線路は地盤条件に応じて、可とう性のある継手や可とう性のある管路を採用す
るなど、不同沈下を考慮した設計を行う。 

建物については、建築基準法による耐震設計を行う。 

（ウ） 変電設備 

機器の耐震は、変電所設備の重要度、その地域で予想される地震動等を勘案した設計
を行う。 

建物については、建築基準法による耐震設計を行う。 

（エ） 配電設備 

架空配電線路は、電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が、地震動による荷重
を上回るため、同基準に基づいて設計を行う。 

地中配電線路は、埋立地等の地盤条件に応じて、可とう性のある継手や可とう性のある
管路を採用するなど、不同沈下を考慮した設計を行う。 

（オ） 通信設備 

電力保安通信規程等に基づき耐震設計を行う。また、主要通信回線の代替ルートを確保
し、通信機能の維持を図る。 

  イ 耐水化（津波への対応） 

  （ア） 火力発電設備 

発電所設備の重要度、その地域で予想される津波浸水想定等を勘案するほか、消防法
令等に基づいて対策（又は耐水化）を進める。 

（イ） 送電設備 

送電設備は、必要に応じて、代替性の確保、多重化等の対策を行う。 

（ウ） 変電設備 

変電所設備の重要度、その地域で予想される津波浸水想定等を勘案し，必要に応じ
て、基礎のかさあげ等の対策を実施する。 

（エ） 配電設備 

地域防災計画、浸水後の需要の有無等との整合を図り、被害軽減および復旧を容易と
する設備形成を考慮した設計とする。 

（オ） 通信設備 

主要通信回線の代替ルートを確保し、通信機能の維持を図る。 

（２）電気施設の災害応急対策（関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社） 

ア 基本方針 

（ア）災害対策組織をあらかじめ定めておく。また、災害により拠点が被災した場合の災害対
策活動拠点についてもあらかじめ定めておく。 

（イ）対策要員の動員体制を整備する。 

（ウ）重要施設への電力を確保するため、優先復旧についてあらかじめ計画を策定する。 

（エ）平時から地方防災会議への参加により災害時の情報提供、収集など相互連携体制を整備
しておく。 

（オ）防災関係機関との連携強化により平時の各種訓練の相互参画、定期的な会議及び情報交
換の実施、災害発生時の連絡体制の確立、相互協力を行う。 

イ 復旧対策 
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（ア） 災害時における災害に関する情報の収集及び伝達に関する事項 

① 災害時には非常災害対策組織を設置し、被害状況等災害に関する的確な情報の収集
と検討を行う。 

② 災害時には、情報通信手段を確保し、被害状況等の情報をあらかじめ定められた情
報伝達方法により迅速に社内外に伝達する。 

（イ） 災害時における広報に関する事項 

① 非常災害対策組織において、電力施設の被害状況や復旧見通し等についての適切な
情報発表文を作成する。 

②  災害発生後、関係官公庁、防災関係機関に対して被害状況等の迅速な情報報告を
行う。 

③ 広報については、事実に基づく正確な情報をテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関、ホ
ームページ、停電情報アプリ、ＳＮＳおよびＬアラート等を通じて行うほか、状況に応
じて、広報車等により直接当該地域へ周知する。 

（ウ）対策組織要員の確保 
① 夜間、休日に災害が発生するおそれがある場合には、あらかじめ定められた対策組
織要員は、気象、地震情報その他の情報に留意し、対策組織の設置に備える。 

② 対策組織要員は、所属する対策組織が設置された場合、速やかに出社する。 
（エ）災害時における復旧用資機材等の確保 
  災害時における復旧用資機材等の確保を、次のとおり実施する。 

① 調達 
予備品、貯蔵品等の在庫量を確認し、調達を必要とする復旧用資機材は、次のいずれ

かの方法により、可及的速やかに確保する。 
a. 現地調達 
b. 対策組織相互の流用 
c. 他電力会社等からの融通 

② 輸送 
復旧用資機材の輸送は、原則として、あらかじめ関西電力および関西電力送配電と

調達契約をしている協力会社の車両、船艇、ヘリコプター等により行う。 
（オ）災害時における応急工事 

① 応急工事の基本方針 
災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連および情勢の緊急度を勘案

して、二次災害の防止に配慮しつつ、迅速かつ適切に実施する。 
② 応急工事基準 

災害時における具体的な応急工事については、次の基準により実施する。 
a.  火力発電設備 

共通機器、流用可能備品、貯蔵品を活用した応急復旧措置を行う。 
b.  送電設備 

ヘリコプター、車両等の機動力および貯蔵品を活用した応急復旧措置を行う。 
c.  変電設備 

機器損壊事故に対し、系統の一部変更または移動用変圧器等の活用による応急措置
で対処する。 

d.  配電設備 
非常災害仮復旧標準工法による迅速確実な復旧を行う。 

e.  通信設備 
共通機器、貯蔵品を活用した通信回線の応急復旧措置および可搬型電源、衛星通信

設備、移動無線機等の活用により通信手段を確保する。 

（カ） 災害時における危険予防措置 
電力需要の実態に鑑み、災害時においても、原則として、供給を継続するが、警察、消

防機関等から要請があった場合等には、送電停止等の適切な危険予防措置を講ずる。 
（キ） 災害時における電力の融通 

     災害の発生により、電力需給に著しい不均衡が生じ、需給状況を速やかに改善する必要
がある場合には、広域機関の指示等に基づく電力の緊急融通により需給状況の改善を図
る。 
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ウ 被害想定に基づく復旧計画 
停電被害の想定ならびに応急復旧計画については、大阪府自然災害総合防災対策検討委員
会（平成 17 年度から 18 年度）における検討結果のうち、大阪市内における数値を抜粋し
たものである。 

（ア）大阪市内の施設概要（2020 年度末現在） 
   ①発電設備：火力発電所    １箇所 

③ 変電設備：変電所   約 110 箇所 

   ③配電設備：支持物  約 713,000 基（※大阪府内のデータ） 

（イ）施設被害の想定 
      電力設備については、地震の規模等により一時的に何らかの設備被害を受け機能喪失

（停電）する可能性がある。 

（ウ）停電被害の想定 

表 大阪市内の停電被害想定（発災直後） 

想定地震 停電軒数 停電率 

上町断層帯地震 約 983 千軒 約 64％ 

生駒断層帯地震 約 105 千軒 約 7％ 

有馬高槻断層帯地震   約 10 千軒 約 1％ 

中央構造線断層帯地震 約 1 千軒 約 0.1％ 

東南海・南海地震 約 26 千軒 約 2％ 

（エ）応急復旧計画 
      想定される地震により生ずる電気施設の応急復旧については、復旧期間（阪神・淡路大

震災時の復旧人員と支障回線単位の復旧ペースをもとに現時点の復旧人員から類推した
もの）を目安として、「２ 復旧対策」の各施策を実施するとともに、災害発生直後は、
速やかに送電系統の切替操作等を行い、長時間の停電を防止する。 

     また、行政機関、警察及び消防等の防災機関と密接に連携を図りながら、早期復旧に取
り組む。 

表 復旧の目安 

想定地震 復旧目安 

上町断層帯地震 約１週間 

生駒断層帯地震 約６日 

有馬高槻断層帯地震 約２日 

中央構造線断層帯地震 約１日 

東南海・南海地震 約１日 

 

８．ガス施設の耐震化及び応急対策 
大阪ガス株式会社では、予防対策と発災後の緊急、復旧対策を組み合わせた総合的な対策を推

進している。地震防災レベルの継続的な向上のため、長期間にわたって着実に対策を実行し、総
合的な地震防災力の改善・向上を行い、二次災害防止、早期復旧を基本目標としてガス設備の強
化と保全に努めることとしている。 
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図 予防対策と緊急・復旧対策 

 

（１） ガス施設の耐震化（大阪ガス株式会社） 

ア ポリエチレン管の普及促進 

導管については、昭和 54 年からポリエチレン管を導入してきた。ポリエチレン管は土中
に埋設しても腐食せず、さらに可とう性も高い耐久性に優れた、半永久的な寿命を持つ導管
材料である。現在、大阪市内のポリエチレン管の敷設延長は約 1,300 ㎞となり、大阪ガス全
体での耐震導管の比率は約 83％に至っている。（平成 26 年 3 月末現在） 

 イ マイコンメーターの普及促進 

マイコンメーターについては、震度５弱相当以上のゆれを感知するとガスを自動的に遮断
する。ほぼ 100％のお客さま宅に設置済みである。 

ウ その他の耐震化対策 

（ア）災害によるガスの漏洩を防止するため、ガス設備の強化と保全に努める。 

ａ．ガス設備（製造所・供給所等）について、各種災害に耐え得る十分な強度の確保を
図る。 

ｂ．高圧・中圧・低圧のそれぞれのガス導管、継手には、耐震性の高い管材料及び伸縮
可動性継手の使用に努める。また、適切な導管材料の備蓄に努める。 

ｃ．東南海・南海地震及び南海トラフ巨大地震の発生時には津波が発生すると予測さ
れており、この津波対策についても各行政機関の整合を図りながら、対策を進め
る。 

 

（２）ガス施設の災害応急対策（大阪ガス株式会社） 

ア 二次災害の防止 

（ア） 情報収集機能の強化 

地震情報、気象情報を収集し、一斉無線連絡装置等により直ちに各事業所へ伝達する。 

ａ．供給区域内の主要地点に地震計を設置し、地震情報を収集する。 

ｂ．気象情報システムにより、地震情報を収集する。 

ｃ．整圧器遠隔監視システムにより、圧力・流量データ等を収集する。 

（イ） 供給停止システムの構築 

≪主な地震対策≫ 

 

地震に強い設備 

ガス設備の耐震性のさらなる向上 

・ポリエチレン管の普及促進 

・マイコンメーターの普及促進 

二次災害の防止 

予防対策 

緊急時対応

情報収集機能の強化 

・地震計の設置 

・整圧器遠隔監視システムの構築 

供給停止システムの構築 

  ・ブロック化 

  ・整圧器遮断装置の設置 

通信システムの強化 

  ・中央指令サブセンターの設立 

  ・ポータブル衛星通信設備の配置 

早期の 

供給再開報告 

 

復旧対策 

復旧セクターの設定 

マニュアルの整備 

受付機能・広報活動の強化 

臨時供給対応（仮供給） 



478 

 

ａ．地震発生時に、ガスによる二次災害の防止と復旧活動の迅速化のため、導管網のブ
ロック化を行う。 

ｂ．感震自動ガス遮断方式及び遠隔ガス遮断方式によって導管網のブロック単位でガ
ス供給を遮断するシステムの活用により、被災地区の供給停止の迅速化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 供給停止システム 
 

（ウ）通信システムの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 無線通信網 

 

ａ．災害発生時に、主要事業所間の通信手段を確保するため、無線通信網の充実を図る。 

ｂ．事業所管内の諸条件を把握するため、工作車等に陸上移動局を配置して無線連絡の
確保を図る。 

ｃ．対策本部を設ける事業所には、停電時対策として非常電源装置を設置する。 
ｄ．本社指令機能が停止した場合に備えて、本社と同じ機能を保有する中央指令サブセ

ンターを京都に設立した（平成 10 年 3 月）。 
（エ）関係機関との協力等 

ａ．災害による事故発生の場合は、関係機関と協力して二次災害防止のための措置を講 
ずる。特に、特定地下街又は地下室に対する応急措置として、緊急の場合には、地下

地震発生とほぼ同時
（マイコンメーター遮断）

地震発生とほぼ同時
（第一次緊急停止）

地震発生後速やかに
（第二次緊急停止）

震度５弱以上の地震を感知した場
合、マイコンメーターがお客さま宅の
ガスを直ちに止めます。

地震計の値が一定以上になった地
域は、約５万戸単位で整圧器（ガス
の圧力を変える装置）がガスを自動
的に止めます。すべての中圧B整圧
器がこの機能を持っています。

ガス管に被害が出て、緊急にガス
停止が必要な地域は、約１０万戸単
位で大阪ガスから遠隔操作でガス
を止めます。すべての中圧A整圧器
がこの機能を持っています。
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街等に設けた緊急遮断弁又は地上操作弁等によりガスの供給を停止する応急措置を
行う。 

 
イ 早期の供給再開 

供給施設の災害復旧については、被害箇所の修繕を行い、安全を確認したうえで、ガス供
給を再開する。災害復旧計画の策定及び実施にあたっては、人命にかかわる箇所及び救助救
急活動の拠点となる場所を原則として優先するなど、災害状況、各設備の被害状況及   
び被害復旧の難易を勘案して、供給上復旧効果の高いものから行う。 

 （ア）復旧セクターの設定 

ａ．低圧導管網を予め 3,000 戸～4,000 戸単位で復旧ブロック化 し、その単位ごとに順
次復旧する。 

（イ）マニュアルの整備 

ａ．災害発生時には、社内マニュアル等に基づき、地域防災機関と密接に連携して社内
各部門の連絡協力のもと、復旧対策を実行する。 

（ウ）復旧体制の整備 

ａ．災害の発生が予測される場合又は発生した場合は、社員と関連会社を対象に、待機
及び非常招集に基づき動員を行う。また、迅速な出社を行うために自動呼出装置を活
用する。 

ｂ．大規模な災害により自社のみでは早期復旧が困難と考えられる場合、（社）日本ガス
協会の「地震・洪水等非常事態における救援措置要綱」に基づき、被害をまぬがれた
ガス事業者からの協力体制を活用する。 

（エ）受付機能、広報活動の強化 

ａ．災害規模に応じて電話受付機能を増強する。 

ｂ．被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報
する。加えて、大阪ガス株式会社のホームページ上に供給停止エリア、復旧状況など掲
載することで幅広い情報伝達に努める。 

（オ）臨時供給対応（仮供給） 

ａ．病院や防災拠点などの社会的に重要な施設に対して、都市ガス供給が復旧するまでの
間、代替エネルギーをより早く、計画的に届けられるよう体制を整えている。 

（カ）防災訓練の実施 

ａ．情報収集蓮絡体制及び他機関との協力体制の充実強化、緊急対応、応急復旧の手順
の熟知、並びに防災意識の高揚を図るため、計画的に防災訓練を実施する。 

 

 

 

９．電話施設の耐震化及び応急対策 

（１）電話施設の耐震化（西日本電信電話株式会社関西支店） 

ア 基本方針 
災害による通信の途絶を防止するため、電気通信設備及びその付帯設備（建物を含む。以

下、「電気通信設備等」という。）の強化と保全に努める。 

イ 対策内容 

（ア）耐震化 

主要な電気通信設備等について耐震化済み。電力設備関連で予備電源としての発電装
置の冷却水槽等の耐震対策を実施。 

（イ） 耐水化（津波対策等） 

① 豪雨、洪水、高潮又は津波のおそれがある地域の電気通信設備等について耐水構造
化を行う。水防設備の必要な局舎等については防水板、防水扉の設置・更改を行う。 

② 電気通信設備等の高信頼化(防災設計)で暴風のおそれがある地域については、耐風構
造化を行い、火災に備えて耐火構造化を行う。 

（ウ）多重化 

① 主要な伝送路を多ルート構成又はループ構造とする。 

② 主要な中継交換機を分散設置する。 

（エ）維持保全・更新 

① 大都市において、とう道(共同溝を含む)網を構築する。 
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② 通信ケーブルの地中化を推進する。 

（オ）バックアップ体制 

① 主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。 

② 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保
するため、２ルート化を推進する。 

（カ）その他 

電気通信設備の設備記録等重要書類並びに通信処理システム及び通信システム等のフ
ァイル類について、災害時における滅失又は損壊を防止するため、保管場所の分散、耐火
構造容器への保管等の措置を講ずる。 

 

（２）電話設備の災害応急対策（西日本電信電話株式会社関西支店） 

ア 基本方針 
大規模災害によって電気通信設備に甚大な被害を受けた場合は、被災全容を迅速に把握

するとともに、サービス復旧、設備復旧等効果的な復旧活動に努める。 
イ 復旧対策 
（ア）対策内容、回線の復旧順位等 

① 通信の非常そ通措置災害等に際し、次により臨機に措置を行 い、通信輻輳の緩和及
び重要通信の確保を図る。 

ａ．応急回線の作成、網措置等そ通確保の措置を行う。 

ｂ．通信のそ通が著しく困難となり、重要通信を確保するための措置が必要な場合は、
臨機に利用制限等の措置を行う。 

ｃ．非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取り扱う。 

ｄ．災害時における電話の輻輳緩和を図るため、安否確認、見舞い、問い合わせなどの
情報を録音、再生できる災害用伝言ダイヤル１７１、ご家族の安全がインターネッ
ト上で確認できる災害用伝言板（web１７１）を提供する。 

② 被災地域特設公衆電話の設置災害救助法が適用された場合等には、避難場所に特設
公 衆電話の設置に努める。 

③ 設備の応急復旧災害に伴う電気通信設備等の応急復旧は、恒久的な設備復旧工事と
の関連並びに情勢の緊急度を勘案して、迅速・適切に実施する。 

ａ．被災した電気通信設備等の応急復旧は､サービス回復を第一義として速やかに実施
する。 

ｂ．必要と認めるときは、災害復旧に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要す
る要員・資材及び輸送の手当てを行う。 

ｃ．復旧にあたっては、回線復旧順位表に基づき、行政機関、ライフライン事業者と連
携し、早期復旧に努める。 

 

 

 

表 回線の復旧順位 

 重要通信を確保する機関 

第１順位 気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察

機関、防衛機関、輸送の確保に直接関係のある機関、

通信の確保に直接関係のある機関、電力の供給の確保

に直接関係のある機関 

第２順位 ガス・水道の供給の確保に直接関係のある機関、選挙

管理機関、預貯金業務を行う金融機関、新聞社、通信

社、放送事業者、及び第１順位以外の国又は、地方公

共団体 

第３順位 第１順位、第２順位に該当しないもの 

④ 広報 

災害に伴う電気通信設備等の応急復旧においては、通信のそ通及び利用制限の措置状
況並びに被災した電気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信のそ通ができ
ないことによる社会不安の解消に努める。 
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ウ 被害想定に基づく復旧計画 
（ア） 大阪市内の設備概要 

① 交換所： 39 交換所 

② 電柱 ：約 19 万本 

（イ） 設備被害の想定 
所内設備については、商用電源停止に伴い予備電源等への切り替えにより運用し、通信

不能は発生しない。所外設備については、建物の倒壊等により何らかの設備被害を受け
通信不能となる。 

また、地震直後には安否確認等の被災地への着信通話が数十倍のコールとなり、交換機
輻輳を避けるために通信規制を実施すると共に、災害用伝言ダイヤル１７１、災害用伝
言板（Ｗｅｂ１７１）を開設する。 

（ウ） 機能障害の想定 

     ① 通信不能 

表 固定電話被害の機能障害（通信不能） 

想定地震 被災回線数 被災率 

上町断層帯地震 約 52 万回線 13.2％  

生駒断層帯地震 約 6 万回線 1.6％  

有馬高槻断層帯地震 約 3 万回線 0.9％  

中央構造線断層帯地震 約 1 万回線 0.2％  

東南海・南海地震 －  －  

 

② 輻輳 

表 固定電話の機能障害（輻輳） 

想定地震 輻輳地域 状況 かかりに 

くい地域 

輻輳回復 

上町断層帯地震Ａ 近畿全域 緊急・重要通信、

安否確認等のコ

ールが殺到し、ピ

ーク時では平常

時の約５０倍と

なる。 

06, 

072, 

073, 

074, 

075, 

077, 

078, 

079 

約 5 日 

上町断層帯地震Ｂ 近畿全域 約 3 日 

生駒断層帯地震 近畿全域 約 3 日 

有馬高槻断層帯 

地震 

近畿全域 約 1 日 

中央構造線断層帯 

地震 

近畿全域 約 1 日 

（近畿南部 

は約 7 日） 

東南海・南海地震 近畿全域 ピーク時では平

常時をはるかに

超える。 

当日～翌日 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 輻輳状況の想定推移（上町断層帯地震Ａの場合） 
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（エ） 復旧計画 

① 通信不能 

表 固定電話機能障害（通信不能）の復旧計画 

想定地震 復旧期間 

上町断層帯地震 約１４日 

生駒断層帯地震 約１４日 

有馬高槻断層帯地震 約１４日 

中央構造線断層帯地震 約６日 

東南海・南海地震 －   

 

② 輻輳 

表 固定電話機能障害（輻輳）の復旧計画 

想定地震 輻輳地域 輻輳回復 

上町断層帯地震Ａ 近畿全域 約 5 日 

上町断層帯地震Ｂ 近畿全域 約 3 日 

生駒断層帯地震 近畿全域 約 3 日 

有馬高槻断層帯地震 近畿全域 約 1 日 

中央構造線断層帯地震 近畿全域 約 1 日 

（近畿南部は約 7

日） 

東南海・南海地震 近畿全域 当日～翌日 

 

１０.放送施設の耐震化及び応急対策 

（１）放送事業者の予防計画 

日本放送協会大阪放送局は、日本放送協会防災業務計画に基づき、災害時における放送送出
を確保するため、放送施設・設備の被害を未然に防止し、又はその被害を最小限にとどめるた
め防災施設・設備の整備拡充を図る。また、あわせて災害応急・復旧対策に必要な資材の備蓄、
整備を図る。 

 

（２）放送事業者の災害応急対策 

注１） 日本放送協会大阪放送局は、災害時において、放
送施設に障害が生じたとき、日本放送協会防災業務計画に基づき、次の措置を実施し、放送送
出の確保に努める。また避難所へ受信機を貸与するなど、放送受信の確保に努める。 

注２） ア 放送施設対策 

注３） （ア） 放送機等障害時の措置 
放送機などの障害により一部の放送系統による放送送出が不可能となったときは、他の

放送系統により臨機に番組を変更あるいは他の番組を切り替え、災害関連番組の放送継続
に努める。 

（イ） 中継回線障害時の措置 

一部中継回線が断絶したときは、常置以外の必要機器の仮設等により、無線又は他の中継
回線等を利用して放送の継続に努める。 

（ウ） 演奏所障害時の措置 

災害のため放送局の演奏所から放送継続が不可能となったときは、他の臨時の演奏所を
開設し、放送の継続に努める。 

イ 受信対策 
災害時における受信の維持、確保のため次の対策を講じる。 
 

（ア）避難所等での放送受信の確保 

避難所その他の有効な場所での災害関連放送の受信を確保するため、受信機の貸与・設置
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などの対策を講じる。 

（イ） 受信設備の復旧 

被災した受信設備の取り扱いについて、告知放送のほか、状況によりチラシ又は新聞等の
部外広報機関を利用して周知するとともに、関連団体及び関係機関との連携により、受信相
談等を行って、被災者に対して災害情報を迅速かつ適正に提供できるよう努める。 

ウ 災害復旧                                                
被災した施設及び設備等については、迅速、的確にその被害状況を調査し、こ

れに基づき速やかに復旧計画を作成する。 

復旧の順位は放送の送出に重大な影響を及ぼすと認められる施設、設備を優先するものとし、

復旧工事の実施にあたっては、人員、資材等を最大限に活用して復旧作業を迅速に推し進め、

全般的な早期復旧を図る。 
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１１.道路・橋梁等の災害予防・応急対策（本市、高速道）等 
（１）一般道路等 

ア 災害予防 
（ア）計画の目的 

道路構造物（トンネル部を含む）等の被災等による多数の死傷者等の発生となる道
路災害に対して、その発生の未然の防止及び被害の拡大を防ぐとともに迅速かつ円滑
な応急対策及び災害復旧を図ることを目的とする。 

（イ）計画の内容 
① 道路交通の安全のための情報の充実 

道路管理者（港湾管理者）（以下、トンネル部管理者も含む）は、速やかな応急対
策を実施するため、気象情報の収集や道路等の異常の早期発見、道路利用者等への情
報の提供等を行うための施設や体制の整備を図る。 
トンネル部管理者は、車両事故等の情報収集を行うため、テレビカメラ等による集

中監視体制の整備を図る。 
② 道路施設等の整備 

道路（アンダーパス含む）における災害予防のため、道路施設等の巡視点検、冠水
や浸水等に備えた施設の整備を図る。 
また、トンネル部管理者は、通報・警報装置等の非常用施設は「道路トンネル非常

用施設設置基準」に基づき整備を図る。 
③ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

a 道路管理者（港湾管理者）は、災害時や事故時の関係機関との連携体制の整備
を図る。 

b 道路管理者（港湾管理者）は、災害時や事故時の職員の非常参集体制の整備を
図る。 

c 円滑な災害復旧のため、重要な所管施設の資料の整備と、資機材や装備の備
蓄、使用方法等の習熟を図る。 

d 円滑な災害復旧のため、マニュアル等を作成し、職員への周知を図るととも
に、定期的な訓練による活動手法の習得に努める。 

e 災害及び事故の原因究明、再発防止のため、総合的な調査研究を行う。 

f トンネル部管理者は、危険物積載車両の通行禁止及び制限を行う。 

g 道路管理者（港湾管理者）は、危険物等の流出時に的確な防除活動が行えるよ
う資機材の整備に努める。 

 
イ 応急対策 
（ア）道路の点検 

道路管理者（港湾管理者）は、速やかに道路パトロール等による点検を実施し、ま
た関係機関等からの通報を受け、道路の被災箇所や通行障害箇所等の発見に努める。 

（イ）応急対策の実施 
① 災害発生直後、関係機関と相互に緊密な情報交換を行うとともに、被害状況等
の情報を収集し、市本部へ報告する。 

② 被災箇所や通行障害箇所を発見したときは、直ちに所轄警察に連絡のうえ、道
路利用者の安全を確保するため、通行止め等の措置を行う。 

③ トンネル部管理者は、利用者の避難誘導を行うとともに、迅速かつ的確な初期
消火活動を行い、消防機関に協力するものとする。 

④ 道路管理者（港湾管理者）は、道路への危険物の流出が認められたときには、
関係機関と協力し、速やかに通行止め等の安全確保のための措置を行う。 

⑤ 被災箇所では、被害の拡大防止や通行路の確保のため、速やかに応急措置や仮
復旧工事等の応急対策を実施する。 
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⑥ トンネル部管理者は、降雨等により浸水する恐れがある場合は、所轄警察と協
議し、車両の通行止めを実施し、止水鉄扉を閉鎖する。 

⑦ トンネル部管理者は、車両火災等により発生する煙の排出を行うとともに、ト
ンネル内の温度上昇に伴い、二次災害の恐れがある場合は、消防機関等と連携
し、水噴霧を行う。 

（ウ）実施体制 
① 道路管理者（港湾管理者）は、災害発生後速やかに、職員の参集、情報収集連
絡体制の確立等を行う。 

② 道路管理者（港湾管理者）は、災害発生後速やかに、災害の拡大防止のために
必要な措置を講じるものとする。 

③ 道路管理者（港湾管理者）は、埋設企業体等と連携して応急対策を行うととも
に、必要に応じて協力業者等への協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足
するときは応援要請を市本部に依頼する。 

また、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、道路施設の調査や応
急対策等の災害支援対策として各種団体と下記の協定を締結している。  
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  

締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  
一般社団法人 大阪建設業協会 

・災害時における調査等の相互協力に関する協定 
締結相手：公益社団法人 土木学会関西支部 
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（２）高速道路（阪神高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社） 
ア 災害予防 
（ア）計画の目的 

高速道路等に強風又は大雨による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、
被害の発生を未然に防止し、又は被害の拡大を防ぐために必要な防災体制、情報連絡、防災活
動等に関する事項を定め、防災業務の有効かつ適切な推進を図ることを目的とする。 

（イ）計画の内容 
① 予防活動 
a 気象情報の収集に努め、それによって得た情報の伝達 

b 交通管理パトロールの巡回回数を増加する等により、巡回を強化し、高速道路の走 行状況
や障害物の有無、高速道路出入口付近の平面道路の交通の状況等の確認 

c 緊急交通処理計画に基づき、気象状況に応じた通行規制の実施 

d 利用者等に対する情報提供 

e 高速道路、その付属施設及び建設中の構造物について、点検の強化及び必要な措置の実施 

② 平常時の防災活動 

a 防災に関する技術的な研究、資料の収集等 

b 防災上必要な施設及び設備の整備 

c 連絡系統等の整備 

d 緊急時の交通処理計画の策定 

e 常時点検、定期点検の実施 

f 人員・資機材及び物資の整備 

g 総合防災施設の整備 

h 広域的応援体制の確保 

i 防災教育、防災訓練の整備 

（ウ）その他 
発生を予知できるその他の道路災害に係る予防計画については、本予防計画を準用する。  

イ 応急対策 
（ア）防災組織計画 

① 災害対策本部の設置 
高速道路等に大規模な風水害が発生したり、発生のおそれがあるときに、災害対策本部を設

置する。 
阪神高速道路株式会社にあっては、本社に災害対策本部を、管理本部及び建設部等に現地推

進本部を設置する。西日本高速道路株式会社にあっては、関西支社に災害対策本部を設置す
る。 

 
    ② 災害対策本部の組織 

本部の組織は、次のとおりとする。 
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（阪神高速道路株式会社） 

災害対策本部（本社） 

本部会議 
＜本部長＞ 
社長 
 
＜副本部長＞ 
保全交通担当執行役員 
 
＜本部員＞ 
全役員、本社全部室長、建設企画部長、用地センター長、防災・危機管理室長 

＜実施班＞ 
全体統括、総務班、広報班、営業班、保全交通班、建設班、事業計画班 

 

 

現地推進本部 

（管理本部） 

 現地推進本部 

（建設部） 

本部会議 
＜本部長＞ 
管理本部長又は管理
本部担当執行役員 
 
＜本部長代行＞ 
管理部長 
 
＜副本部長＞ 
管理企画部長 
保全部長 

本部会議 
＜本部長＞ 
建設部長 
 
＜副本部長＞ 
次長 
企画課長 

＜実施班＞ 
総務班 
営業班 
保全交通班 

＜実施班＞ 
総務班 
建設班 

 

図 阪神高速道路株式会社 組織図 
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図 西日本高速道路株式会社関西支社 組織図 

 

 

総括責任者

副総括責任者

支社長

副支社長(事)
副支社長(技) 総括班

総務企画部長
管理事業部長
建設事業部長

企画調整グループ
管理事業統括チーム
建設事業統括チーム

交通班

道路管制センター長
統括指令

交通グループ
交通技術チーム

総務班
総務グループ
経理グループ

営業班

関連事業室
料金グループ

顧客リレーションチーム
管理グループ
ＥＴＣチーム

道路復旧班

保全グループ
改良チーム
施設グループ
施設整備チーム

建設班

建設グループ
施設グループ
施設整備チーム
技術管理チーム
計画設計チーム
用地グループ
補償審査チーム

技術支援班 技術事務所

広報班 広報グループ

西日本高速道路株式会社関西支社
吹田管理事務所対策本部
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（イ）応急・復旧に関する措置 

① 供用中の道路及び附属施設 
供用中の高速道路及び附属施設の復旧にあたっては、次に掲げるところにより、少なくとも

一車線を走行可能な状態に速やかに復旧し、必要ある箇所については応急復旧と同時に、又は
応急復旧に引き続いて本復旧を行うものとする。 
a 路面が破損した場合には、砂利、砕石等により破損箇所を修理し、アスファルト舗装等によ
り応急復旧を図る。 
b 排水設備、電気設備、通信設備、その他附属設備等に被害を生じた場合は、早急に原因を調
査し、応急の措置を行う。 
c 浸水、建造物の倒壊その他による被害が生じた場合は、排水、堆積物の排除等を行い、交通
の確保を図る。 
d よう壁等が破壊した場合には、必要な資機材を使用して応急復旧を図る。 
② 工事中の道路及び附属施設 
工事中の高速道路及び附属施設に係る被害が発生した場合には、被害の拡大を防ぐとともに

工事及び工事用資機材の保全を図るため、関係請負業者の協力を得て応急復旧その他の措置を
講じ、必要ある箇所については応急復旧と同時に、又は応急復旧に引き続いて本復旧を行うも
のとする。 
（ウ）その他 
発生を予知できるその他の道路災害に係る応急対策計画については、本応急対策計画を準用

する。 
 
（３）その他施設 
ア 公園及び街路樹に関する応急対策   

（ア） 公園及び街路樹の点検 
① 公園の点検 
建設部は、速やかに都市公園の巡視点検を実施し、また、関係機関等からの通報を受け、都

市公園の被災箇所（風害、冠水、陥没、隆起、亀裂、公園施設の破損等）の発見に努める。 
③  街路樹の点検 

建設部及び大阪港湾部は、道路管理者（港湾管理者）等と連携し、速やかに街路樹の巡視点
検を実施し、また、関係機関等からの通報を受け、街路樹の被災箇所（倒木、傾斜木、枝おれ
等の被害）の発見に努める。 
（イ） 応急対策の実施 
① 公園の応急対策 
a  被災箇所を発見したときは、必要に応じ立ち入り禁止等の措置をとる。 

b  避難場所としての機能確保にむけ、広場、出入り口等の陥没、隆起、亀裂などの整地等応急
対策を実施する。 

② 街路樹の応急対策 
被災箇所を発見したときは、必要に応じ道路管理者（港湾管理者）等に連絡のうえ、被害

木の除去、傾斜復旧、支柱設置等の応急対策を実施する。 
（ウ） 実施体制 
建設部及び大阪港湾部は、関係機関等と連携し応急対策を行うとともに、必要に応じて協力

業者等への協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足するときは、他都市等への応援要請
を市本部に依頼する。 
また、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、公園施設の調査や応急対策等の災

害支援対策として各種団体と下記の協定を締結している。  
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  
締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  

一般社団法人 大阪建設業協会 
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１２.鉄道施設の災害予防・応急対策 
（１）大阪市高速電気軌道株式会社 

ア 災害予防 
（ア）計画の目的 

豪雨、台風、火災等により危険な状況が予想される場合の地下鉄及びニュートラム
における乗客の安全対策と火災発生時の早期復旧を図ることを目的とする。 

（イ） 計画の内容 
① 水害対策 

洪水、高潮等により地下鉄ずい道内への浸水を防止するため次のような水害対策
を図っていく。 
a 止水堰又は止水扉の設置 

② 防火・防煙対策 
出火の防止と初期消火並びに避難経路確保のため、以下の対策を推進する。 
a 車両火災防止設備の整備 

b 火災報知装置、消火栓等の設置 

c 送排風機の整備 

d 乗降階段への防火シャッターの設置 

e ずい道内への連結送水管の設置 

③ 風害対策 
風害の防止のため、以下の対策を推進する。 
a 風向風速計の整備 

b 高架駅の吊り下げ物に対する飛散、落下防止措置の徹底 

④ 鉄道災害対策 

鉄道災害防止のため、次のような対策を図っていく。 
a 基本動作の徹底 

b 教育及び訓練の指導徹底 

c 事故災害等発生における連絡体制の徹底 

d 運転保安設備等の高性能化及び検査制度の向上の推進 

e 総合訓練 

イ 応急対策 
（ア）応急対策計画 

① 高速鉄道及び中量軌道 
a 水害対策 
(a) 列車の運行対策 

災害の発生が予想される場合には、減車運転又は車両の退避を行うこととし、可能な限り運
転を実施する。 
地下路線部においては、いずれかの駅が浸水防止のため止水パネルを設置、又は角落しを行

い、営業を中止したとき、運転を中止する。 
(b) 止水扉の閉鎖 

止水堰を超える浸水がある場合、又は止水堰を設置しても、堰の上端が淀川以南ではO.P+4.5
ｍ以下、淀川以北ではO.P+7.0ｍ以下となる箇所の地下鉄出入口に止水扉を設置しており、浸水
のおそれがある場合は、全面閉鎖する。 
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(c) 乗客の避難誘導 

ずい道内への浸水のおそれがあり、止水堰及び止水扉を使用するときは、その前に地下構内
の乗客を地上へ避難誘導する。 
b 防火・防煙対策 
(a) 地下鉄構内に煙が生じた場合 
煙を感知した乗降階段の防火シャッターが、床から２メートルの位置まで自動降下（一段降

下）し、煙の流動を防止する。さらに、地下鉄の換気設備を用い、構内で発生した煙をすみや
かに排気する。 
(b) 地下街で煙が生じた場合 

地下街の送排風機及びシャッター等の設備により、連絡通路から地下鉄構内へ進入する煙を
防止する。さらに、ずい道内へ流入する煙については、送排風機の操作等によって排煙する。 
(c) 乗客の避難誘導 

高架部分は不燃材から構成されているので火災については問題となることがないと考えられ
るが、車両火災及び地下ずい道内の火災については非常に危険を伴うので、次の通り取り扱
う。 
A 列車内乗客の誘導 
火災発生時に駅間を走行中の列車は、可能な限り次駅まで運行する。また、やむをえず駅間

に停車したときは、乗務員及び最寄駅長は運転指令者の指示により乗客を安全な方向へ避難誘
導する。 
B 地下構内乗客の誘導 
地下構内においては火災による煙の発生が最も恐ろしいので、駅長は煙の流動を早く把握

し、煙のこない安全な出口へ乗客及び構内通行人を混乱しないよう冷静、沈着に避難誘導す
る。 
c 風害対策 
(a) 列車の運行対策 

高架路線部において風速20m／sec以上となったときは、毎時40kmを超えない速度で注意運転
を行う。 
中量軌道では出発を抑止し、一時運転を見合わせる。ただし、駅間の列車は次駅まで毎時

25kmを超えない速度で注意運転を行う。 
高架路線部では、風速25ｍ／sec以上となったとき、又は飛散物の落下により列車の運転が危

険となったときには、列車の運転を中止する。 
(b) 乗客の避難誘導 

強風のため列車の運転を中止する必要があるときは、高架路線部を走行中の列車は次駅まで
走行させ、次駅において乗客を駅構内の安全な場所に避難誘導する。 
d 鉄道災害発生時の対策 

運転事故等による事故災害が発生し、死傷者を生じ又は輸送に著しく支障をきたした場合
は、次の取扱いにより円滑な事故処理及び迅速・的確な復旧を図るものとする。 

(a)  乗務員は、冷静に事故の状況を見極め、事故の発生を運転指令者に通報する。 

(b) 運転指令者は、電車線の停電処置を行った後、駅長と打合せを行い、乗客避難誘導開始の
手配を行う。 

(c) 事故・災害等速報伝達経路に基づき、各関係先に迅速に状況を伝達する。 

(d) 災害の程度に応じ事故災害対策室を設置する。 

② 高速鉄道建設等工事現場の災害応急対策 
災害が発生したとき又は発生の恐れがあり、高速鉄道建設等工事現場に重大な支障を及ぼす

と予想される場合には、「異常事態基本細則」に基づくほか、関係法令等に従った体制を確立
し必要な活動を行う。 
 
 （２）西日本旅客鉄道株式会社等（ＪＲ西日本、ＪＲ貨物、ＪＲ東海） 
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ア 災害予防 
気象情報の収集に努め、必要に応じ警備警戒体制をとるとともに、施設設備の点検整備及び

災害発生時における安全かつ円滑な交通の確保のため、体制の整備に努める。 
また、乗客の避難、応急復旧のための資機材の整備及び災害発生後、直ちに鉄軌道施設の被

害状況及び安全点検を行うため、人員の確保等の応急点検体制の整備に努める。 
（ア）鉄道施設の保守改良 

① 橋梁の維持補修並びに改良強化 
② 河川改修に伴う橋梁改良 
③ 法面、土留の維持補修並びに改良強化 
④ 建物等の維持補修並びに改良強化 
⑤ 線路周辺の環境条件の変化による災害予防の強化 
⑥ その他防災上必要な設備改良 

（イ）災害警備体制の確立 
列車運転の安全確保のため、災害発生の恐れがある場合には必要な次の計画を毎年

度当初（JR東海は必要に応じて）において策定する。 
① 気象観測機器の整備及び観測報告 
② 警戒発令基準（第１種、第２種）を気象条件により定める。 
③ 各施設の警備計画表の作成、要注意箇所に対する警備方法、列車運転規制等の周

知徹底を図る。 
④ 災害応急、復旧に必要な機器及び資材の準備、調達計画を立てる。 
⑤ 職員の非常招集計画及び訓練計画を立てる。 
⑥ 情報の収集、連絡体制の整備を図る。 
⑦ 無線設備、電話等の通信設備の整備に努める。 

（ウ）鉄道災害対策 
① 乗務員に対する教育訓練の実施を行う。 
② 運転保安設備の整備、充実を図る。 
③ 列車防護設備の充実を図る。 
④ 踏切保安設備の整備及び踏切道の改良を行う。 
⑤ 事故の発生を想定した事故復旧訓練の実施を行う。 
⑥ 振替輸送、代替バス等の輸送方法を確立する。 
⑦ 消防機関との連携の強化に努める。 

イ 応急対策 
各社は、相互に連携をとり、それぞれ定められた「災害応急処理規程」等に基づき、迅速かつ

的確に応急復旧対策を実施する。 
（ア）災害復旧本部及び災害対策本部の設置 
災害が発生し、被害等が各社であらかじめ定める設置基準になったときは、対策本部等を設

置し、主として次の業務を実施する。 
① 西日本旅客鉄道株式会社 

対策本部及び復旧本部の種別・設置基準 
 

事故対策本部等の種別、設置基準及び招集範囲 

 設  置  基  準 召集範囲 

 
第１種体制 

・重大な列車事故が発生したとき 
・旅客が死亡したとき 
・多数の負傷者が生じたとき 
・主要な本線が長期間不通となるおそれがあると
き 
・特に必要と認めたとき 

招集可能者の全員   
（Ａ招集） 

招集可能者の半数 
（Ｂ招集） 

 
第２種体制 

・列車事故が発生したとき 
・本線が長期間不通となるおそれがあるとき 
・長時間影響を及ぼすとき 
・その他必要と認めたとき 

必要最小限 
（Ｃ招集） 

※ 招集範囲は本部員の班別構成標準による。 
※ 上記を標準として関係室課長、鉄道部長及び駅区所長は、種別毎の招集者を定めておくこと 



493 

 

② 日本貨物鉄道株式会社（関西支社） 

名 称 設置場所 設 置 の 基 準 業   務 

現地対策 
本  部 

現  地 Ａ A 大都市近郊で大事故が発生したと
き、又は貨物会社の責により旅客が死
亡もしくは多数負傷したとき 

Ｂ B 車両が 10 両以上脱線、又は貨物 
 会社の責により旅客負傷したとき 
Ｃ C 車両が５両以上脱線、又は本線が

３時間以上不通となるおそれがあると
き 

Ｄ D その他特に必要とみとめたとき 

(1) 旅客等の救護 
(2) 応急・復旧作業 
(3) 輸送上の手配 
(4) 被害状況の調査 

支社対策 支  社 (1) 非常の輸送措置 
(2) 応急復旧の企画 
(3) 災害状況の調査 
(4) 情報の収集伝達 
(5) その他 

 
③ 東海旅客鉄道株式会社（新幹線鉄道事業本部及び関西支社） 

名 称 設置場所 設 置 の 基 準 業務 

対策本部 
 

新幹線鉄
道事業本

部 

(1) 大事故が発生し、旅客の救
護、代行輸送の手配、交通
規制等広範囲にわたり地方
自治体、警察署病院等の公
共機関の応援を必要とする
とき 

(2) 風水害により、輸送に大き
な影響をおよぼすおそれの
あるとき 

(3) 事故処理に特に注意を要す
る事故が発生したとき 

(4) その他、時に必要と認めた
とき 

 

(1) 事故状況の調査 
(2) 資材及び備品等の手配 
(3) 事故復旧処理及び原因調査 
(4) 輸送計画、運転整理等 
(5) その他 
 

復旧本部 現  地 
（非常招集） 非常招集及び

非常招集の種別は、新幹線鉄道
事業本部長が決定するものとす
る。 
 非常招集は、事故等の復旧見込
み時間に応じて第１出動、第２出
動、第３出動の招集を行う。 
※運転事故及び災害応急処理取
扱細則、新幹線運転事故及び災害
応急処理取扱標準による。 

(6) 旅客の救護 
(7) 応急、復旧作業 
(8) 現地における情報の提供 
(9) その他 

 
（イ）災害発生時の動員体制 
① 災害発生の場合は、駅、区、所長は、その状況を輸送指令に報告する。 
② 輸送指令は、関係指令に連絡するとともに、必要と認められる箇所に連絡する。 
③ 関係課長又は駅、区、所長は、必要な職員に対し非常招集を行う。 
（ウ）旅客等の避難 
災害時における旅客等の避難に必要な指示、伝達、誘導及び収容等については、あらかじめ

定められた方法により、迅速、的確に行うものとする。 
（エ）鉄道運転事故及び災害（風水害含む） 
新幹線において、輸送に大きな影響を及ぼす鉄道運転事故及び災害が発生した場合、又は発

生のおそれがある場合の復旧及び救護等応急処理について、「運転事故及び災害及び取扱細
則」「新幹線運転事故及び災害応急処理取扱標準」に基づき、事故対策本部及び事故復旧本部
を設置して対処する。 
（オ）列車の運転規制等 
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新幹線の気象異常時における運転規制等の取扱について、「新幹線災害時運転規制等取扱細
則」に基づき対処する。 
 
（３）阪神電気鉄道株式会社 
ア 災害予防 
（ア）災害予防計画の方針 

台風、豪雨等による災害を予防するため、列車の安全運転に必要な線路、踏切道及び諸設
備の実態と周囲の諸条件を把握し鉄道施設の維持改良に努めるとともに、災害発生時の体制
を整備する。 

（イ）鉄道施設の保守改良 
① 橋梁の維持補修並びに改良強化 
② 河川改良に伴う橋りょう改良 
③ 法面、土留の維持補修並びに改良強化 
④ ずい道の維持補修並びに改良強化 
⑤ 建物等の維持補修並びに改良強化 
⑥ 線路周辺の環境条件の変化による災害予防の強化 
⑦ その他防災上必要な設備改良 

（ウ）災害に対応する体制の確立 
① 緊急時の連絡通報体制、出動体制を確立する。 
② 気象観測機器の整備 
③ 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
④ 振替輸送、代替バスの輸送方法の確立 
⑤ 災害の発生を想定した情報伝達訓練、非常呼集訓練、復旧訓練を実施する。 

イ 応急対策 
（ア）災害対策基本方針 

災害が発生した場合には、被害を最小限にとどめ速やかに被害復旧にあたるため、鉄道非
常事態対策本部を設置し、輸送の確保に努める。 

（イ）災害応急対策 
災害が発生した場合、「非常事態対策規則」に基づき、鉄道非常事態対策本部の各班は復

旧、輸送、救護の処置をとる。 
 
（４）阪急電鉄株式会社 
ア 災害予防 
（ア）災害予防計画の方針 
    災害を予防するため、列車運転の安全確保に必要な線路及び諸設備の実態と周囲の諸

条件を把握し鉄道施設の維持改良に努めるとともに、各種災害に対処し得る体制を整
備しておくものとする。 

（イ）鉄道施設の維持改良計画 
① 橋梁の維持補修並びに改良強化 
② 河川改修に伴う橋梁改良 
③ 法面、土留擁壁等維持補修並びに改良強化 
④ 建物等の維持補修並びに改良強化 
⑤ 電線路支持物等の維持補修並びに改良強化 
⑥ その他防災上必要な設備改良 

（ウ）災害警備体制の確立 
① 気象観測機器の整備 
② 災害時の配備体制の確立 
③ 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制計画の周知徹底 
④ 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
⑤ 防災訓練の実施 

イ 応急対策 
（ア）災害対策基本方針 
災害が発生した場合には、旅客の安全確保に努めるとともに被害を最小限にとどめ、速やか

に被害復旧にあたるため、必要に応じて災害対策本部を設置し輸送力の確保に努める。 
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（イ）災害応急対策 
災害が発生した場合又はそのおそれのある場合、当社「緊急事態対策規程・防災体制要綱」

に基づき適確迅速な防災措置をとるとともに、必要に応じて現地及び本社に対策本部を設置
し、早期に事態の収拾を図る。 
 
（５）京阪電気鉄道株式会社 
ア 災害予防 
（ア）災害予防計画方針 
列車運転の安全確保に必要な線路及び諸施設の維持改良に努めるとともに、次の事項の鉄道

災害防止体制を整備しておくものとする。 
（イ）鉄道災害予防計画 

① 河川改修に伴う橋梁改良 
② 浸水要注意箇所の軌道こう上 
③ 法面、土留擁壁の維持補修並びに改良強化 
④ ずい道の維持補修並びに改良強化 
⑤ 線路周辺環境状況の変化による災害予防強化 
⑥ 乗務員、技術員に対する教育訓練の実施 
⑦ 運転保安設備の整備 
⑧ 踏切道の立体化、構造改良の推進 
⑨ 踏切道での安全通行や市民等に対する置き石防止等のための啓発活動実施 

（ウ）鉄道災害に対応する体制の確立 
① 気象観測機器の整備 
② 災害時の連絡体制、配備体制の確立 
③ 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制計画等の周知徹底 
④ 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
⑤ 防災訓練の実施 

イ 応急対策 
（ア）災害対策基本方針 
災害が発生した場合には、旅客の安全確保及び負傷者の救出に努めるとともに、すみやかに

被害復旧にあたり、輸送力の確保に努める。 
（イ）災害応急対策 
災害が発生したときは、当社は「鉄道災害対策規則」に基づき非常災害組織を設け対処する。 

（ウ）配備体制及び動員方法 
災害の程度に応じ「鉄道災害対策規則」に基づき、配備体制をとり係員を動員する。 

 
（６）近畿日本鉄道株式会社 
ア 災害予防 
（ア）災害予防計画の方針 
列車運転の安全確保に必要な線路及び諸設備の実態と周囲の諸条件を把握し、施設の維持改

良に努めるとともに各種災害に対処し得る体制を整備しておくものとする。 
（イ）防災施設の維持改良計画 

① 橋梁の維持補修並びに改良強化 
② 河川改修に伴う橋梁改良 
③ 法面、土留擁壁等の維持補修並びに改良強化 
④ 隧道の維持補修並びに改良強化 
⑤ 建物等の維持補修並びに改良強化 
⑥ 線路周辺の環境条件の変化による災害予防の強化 
⑦ 電線路支持物等の維持補修並びに改良強化 
⑧ その他防災上必要な設備改良 

（ウ）災害警備体制の確立 
① 気象観測機器の整備 
② 災害時の連絡体制、配備体制の確立 
③ 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制計画等の周知徹底 
④ 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
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⑤ 防災訓練の実施 
 
イ 応急対策 
（ア）災害対策基本方針 

災害が発生した場合には被害を最小限にとどめ、速やかに被害復旧にあたり、旅客の安全
確保を図るとともに輸送力の確保に努める。 

（イ）災害応急対策 
① 非常本部等の設置 
災害により非常事態が発生した場合、社内「災害救助規程」により本社に非常本部、輸

送統括部に非常支部を設置し、必要により現地に復旧本部を設置して対処する。 
② 配備態勢及び動員数 
「災害救助規程」により災害の程度に応じた業務担当班を設置して班員を動員する。 
③ 通信連絡体制 
a 鉄道電話、ＮＴＴ加入電話及び携帯電話を活用し、所定の緊急通信連絡を行う。 

b 必要に応じて携帯用無線機を所持した係員を急派し、本部との通信連絡にあたらせ
る。 

c 必要に応じて各地点に連絡用電話を架設し、可搬型電話機により通信連絡の確保に
あたらせる。 

d 列車無線を活用して、連絡、情報の収集に努める。 

 
（７）南海電気鉄道株式会社 
ア 災害予防 

災害を予防するため、おおむね、次の各号に揚げる事項について計画実施する。 
（ア）防災設備の維持改良計画 

① 橋梁の維持補修並びに改良強化 
② 河川改修に伴う橋梁改良 
③ 法面、土留擁壁等の維持補修並びに改良強化 
④ 建物等の維持補修並びに改良強化 
⑤ 電線路支持物の維持補修並びに改良強化 
⑥ その他防災上必要な設備改良 

（イ）災害警備体制の確立 
（風水害対策） 
① 気象観測機器の整備 
② 災害時の配備体制の確立 
③ 各施設の警備計画、要注意箇所の警備方法、列車運転規制計画等の周知徹底 
④ 災害応急対策用資機材の備蓄及び調達計画の確立 
⑤ 防災訓練の実施 

（鉄道災害対策） 
① 運行管理体制の充実 
② 保守管理体制の充実 
③ 教育訓練体制の充実 
④ 鉄道施設の保守改良 
⑤ 災害時の連絡体制・配備体制の確立 
⑥ 非常招集体制の確立 
⑦ 防災訓練の実施 
⑧ 事故原因に調査研究の実施 

（ターミナル駅の混乱防止計画） 
① 混乱防止の組織体制 
② 旅客の避難・誘導 
③ 負傷者の救護 
④ 消防・警察との連絡の徹底 
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⑤ 防災訓練の実施 
⑥ 資機材の整備の充実 

イ 応急対策 
（ア）災害対策基本方針 

災害が発生した場合には、併発事故を防止し、被害を最小限にとどめ、旅客の安全を確保
するとともに、速やかに被害復旧にあたるため、災害対策本部を設置し、輸送の確保を図る。 
（イ）災害応急対策 

災害が発生した場合、「災害対策規程」に基づき対処する。 
 

（８）阪堺電気軌道株式会社 
ア 災害予防 
（ア）災害対策基本方針 
災害が発生した場合は、正確・迅速な情報の収集、連絡、処理及び円滑な広報を展開すると

共に、旅客及び電車運行の安全確保並びに施設の保全を期する。 
（イ）災害応急対策 

災害が発生した場合、「異常事態対策規程」に基づき対処する。 
イ 応急対策 
（ア）災害予防計画方針 
電車運転の安全確保に必要な線路及び諸施設の維持改良に努めると共に、次の災害防止体制

を整備しておくものとする。 
（イ）設備の維持改良計画 

① 施設、設備の定期的点検と計画的な保守補強 
② 橋梁の維持補修又は、改良強化 
③ 法面、土留の維持補修並びに改良強化 
④ 電線路支持物の維持補修並びに改良強化 
⑤ 沿線電話等の通信設備の充実 

（ウ）処理体制の確立 
① 気象情報の収集及び連絡体制の確立 
② 要注意箇所の警備体制の周知徹底 
③ 救急機関への要請経路の確立 
④ 各現場機関への処理体制の確立 
⑤ 監督官庁への連絡方法の確認 

（エ）係員に対する教育 
① 異常時における通報連絡体制の確認 
② 処理体制についての周知 
①  防災訓練の実施 

 
１３.河川・港湾施設等の災害予防・応急対策 
（１）河川施設 
ア 災害予防 
（ア）計画の目的 

高潮による水害を予防する。 
（イ）計画の内容 

伊勢湾台風級の大型台風が室戸台風のコースを通って来襲した高潮に十分対処できるよう
防潮堤、水門、護岸等の管理等を行う。 

イ 応急対策 
（ア）河川の点検  
建設部は、他の水防団体と連携し、速やかに河川巡視等による点検を実施し、また、本市以

外の河川管理者等からの通報を受け、河川の被災箇所（風害、冠水、陥没、倒壊、亀裂、流水
阻害等）の発見に努める。 
（イ）応急対策の実施 

① 被災箇所を発見したときは、直ちにその河川管理者に連絡のうえ、必要な水防活動
を行う。 
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② 河川からの溢水、漏水のおそれのある被災箇所では、市本部と協議し、区本部と調
整のうえ、防災関係機関等と連携して市民等の避難誘導等を実施する。 

（ウ）実施体制 
建設部は、河川管理者、他の水防団体、河川占用者と連携して水防活動を行うとともに、必

要に応じて協力業者等への協力を依頼する。また、本市管理河川においては緊急復旧を実施す
る。なお、要員や資機材等が不足するときは、他都市等への応援要請を市本部に依頼する。 
また、職員のみでは十分な対応ができない場合を想定し、河川施設の調査や応急対策等の災

害支援対策として各種団体と下記の協定を締結している。 
・災害時における応援復旧対策の協力に関する協定  
締結相手：一般社団法人 日本建設業連合会関西支部  

一般社団法人 大阪建設業協会  
（２）港湾施設 

ア 災害予防 
（ア）計画の目的 

高潮、波浪その他海水等による被害から港湾地帯及びその背後市街地を防護する。
（イ）計画の内容 

① 施設の整備 
過去最大規模の台風（伊勢湾台風級）が、大阪港に満潮時最悪の西側コース

（室戸台風 コース）を通り来襲することを想定し、越波に対する堤防の高さの
確保を行い、安全度を高めることとする。 
a 施設沈下に対する補正 

海域及び河川筋の堤防を主として、計画高を維持するため必要な沈下補正を行
う。 

b 老朽化対策 
施工年次が古く、老朽化している施設について補修を行い機能の復元を図る。 

② 施設の維持管理 
施設の機能を維持するため定期点検により現況を把握し、必要な措置を講じて高

潮対策に万全を期す。 
なお、堤防には、沿岸荷役の利用を図るため防潮扉が設けられており、非常時に

その機能を発揮させるため平常時の維持管理は極めて重要であり、その安全度を高
めるため、次により管理する。 

a 定期的点検パトロールの実施 
b 堤防及び防潮扉・水門等の維持補修 
c 防潮扉集中監視装置の点検 

③ 防潮扉開閉鎖の集中監視 
市内の浸水被害防止のため、迅速な情報の送受信により、開閉鎖の確認を行い、
安全度を高める。 

イ 応急対策 
(ア) 港湾施設の点検 

大阪港湾部は、岸壁等の港湾施設の点検を職員によるパトロ－ル、市民等及び関
係機関からの通報により実施し、破損・倒壊等の被害状況を把握するとともに、危
険個所の発見に努める。 

(イ) 応急対策の実施 
① 当面の処理 

臨港道路における通行止め、防潮堤の土のう積み等施設に応じた処理を行う。 
② 応急復旧方法 

危険回避を目途として、応急復旧を施す。 
(ウ) 実施体制 

大阪港湾部は、関係機関と連携し応急対策を行うとともに、必要に応じて協力業者
等への協力を依頼する。なお、要員や資機材等が不足するときは、他都市等への応援
要請を市本部に依頼する。 
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１４．上水道施設の災害予防・応急対策 
（１）災害予防のための施設整備 

ア 基本方針 
震災以外の災害時（風水害等）における施設の強靭性を確保するための対策について

は、「大阪市水道施設整備中長期計画」に基づき、緊急度と重要度によるリスク分析を通
じて優先順位を設定した上、計画的に進めていく。 

 
イ 対策内容 
（ア）施設の耐水化 

発生確率が比較的高い河川氾濫や内水氾濫への対策に注力することとし、まずは発生
時における長期の断水を回避し、次に、長期の減水・減圧及び一時的な減水・減圧が回
避又はこれらの減水・減圧が生じる期間・エリアが縮小されるなど、可能な限り早期に
市内給水への影響を最小化するため、バックアップ機能の強化や施設の耐水化を行う。 

（イ）災害時の活動拠点となる建築物（水道センター等）の耐水化 
発生確率が比較的高い河川氾濫や内水氾濫への対策として、活動拠点となる建築物の

うち、浸水により機能停止（停電等）が見込まれるものの耐水化を行う。 
 

（２）応急対策 
ア 震災以外の災害時（風水害等）の災害対策活動 
（ア）基本方針 

風水害は、気象予報等により事前に発生が予測できることから、被害が想定される施

設の保安対策を行う。並行して、被害が発生した場合でも迅速に応急活動に移行できる

よう、被害発生時に稼働・運用変更する施設が円滑に稼働できるか点検・確認を行い、

減断水の影響低減を図る。 

なお、減断水が発生した場合は応急給水を実施しつつ、同時並行で応急復旧（災害発

生後最大１週間を目途）を行う。 

（イ）具体的取組 

Ａ 災害による被害が想定される施設の保安対策 

風水害の発生により、建屋や水管橋等の地上物件の損傷、流木等による取水障害な

どが懸念されるため、必要に応じて保安対策（防護柵設置など）を行う。 

Ｂ 災害による被害発生時に稼働・運用変更する施設の稼働準備 

停電や原水濁度の大幅な上昇に伴う浄水処理への影響などの被害発生に備え、施設

運転用自家発電設備や薬品注入設備などの点検・確認を行う。 

Ｃ 災害発生後の損傷箇所の調査・修繕 

災害により水道施設に損傷が生じた場合の対応は、「５．上水道施設の耐震化及び

応急対策（２）応急対策 ア 震災時における応急復旧活動」と同じ。 

 

イ 平常時における災害対策に関する取組 

平常時における災害対策は、「５．上水道施設の耐震化及び応急対策（２）応急対策 
イ 平常時における災害対策に関する取組」と同じ。 
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１５．下水道施設の災害予防・応急対策 
（１）応急対策 
ア 基本方針 

災害の発生又はそのおそれのある場合において、迅速かつ的確な緊急措置を行い、下水の適切
な排水処理に努める。 

イ 情報の収集伝達 
災害時には、下水道施設の被災状況等を迅速かつ的確に把握するとともに、次の被災内容につ

いて収集整理のうえ市本部、区本部及び関係各部に伝達する。 
（ア）管路施設の被害状況 
（イ）処理場、抽水施設の被害、稼働状況 
（ウ）市域の浸水状況 
（エ）応急対策の基本方針及び復旧方針並びに復旧状況 

ウ 施設の応急対策 
災害復旧については、被災調査を緊急調査・応急調査・本復旧のための調査の3段階に分けて

実施し、各段階に応じた復旧を行う。 
（ア）緊急調査は、大きな機能障害につながる二次災害の危険性を判定し、必要に応じて緊急
措置を行う。また、市域内の浸水状況の有無も併せて調査する。 
（イ）応急調査は、緊急調査で被害が発見された箇所等を中心に施設全体の被害状況を把握す
るための調査であり、二次災害の危険性、施設復旧の緊急性、重要性を判定し、必要に応じて
応急復旧を行う。 
（ウ）本復旧のための調査は、本復旧を実施するに際しての前提となる予備調査であり、施設
の重要性、被害箇所と程度、復旧方法、施設の将来計画を勘案し、本復旧を行う。 

① 管路施設の応急対策 
管路施設の被害は、雨水の場合に浸水被害をもたらすと同時に、汚水排除不良を生じさせ

る。 
このため、被災後においては、社会活動及び市民生活の安全を図るため、関係機関との調整

を行い、最低限の下水排除機能の確保に努める。 
a 道路施設等の他施設に与える影響を主に地表から調査し、必要に応じて陥没部への土砂の投
入等の緊急措置を行う。 
b 管路の機能的・構造的障害を調査し、必要に応じて下水管内、マンホール内の浚渫、仮排水
設備の設置等の応急復旧を行う。 
c 本復旧の方法等を検討するための調査をテレビカメラ・目視等により行い、復旧方法、実施
時期等を決定する。 

② 処理場施設・ポンプ場施設の応急対策 
    処理場施設・場施設の被害は、下水道施設全体の機能に影響を及ぼす場合や二次災害

の発生源となるおそれがあるため、予防、二次災害の未然防止、関係機関との調整を行
い、最低限の機能確保に努める。 

a 近隣に影響の及ぼす可能性の大きいガス、油の漏洩の有無を  緊急点検し、元弁を閉じる
等の処置を行い、また必要に応じて火気の使用禁止等の緊急措置を行う。 
b 処理場、ポンプ場施設に異常がある場合、監視装置だけで適切な措置方法が判断できないも
のについては、現地にて目視調査を中心に、主材・補材・配電盤・水槽・タンク等の外観異常
点検を行うとともに、異常が認められたものについては応急措置を行い、運転を再開する。 
c 排水処理機能に支障を及ぼす設備機器等については、応急的修繕を行う。 
d 停電による対策としては、自家発電機やエンジン駆動ポンプを運転して備える。 

③ 水質監視及び緊急調査 
a 水質監視は、下水処理場流入下水及び放流水について、別に定める緊急試験項目により行
う。 
b 市内事業場の有害物質等の保管・管理状況について緊急調査を行う。 

④ 災害用資機材 
管路施設、処理場施設及びポンプ場施設の応急復旧に必要な資機材については、保有資機材

を活用する。 
⑤ 管路情報 

災害復旧に必要となる管路施設に関する台帳情報は、施設管理（管路）システムによりコン
ピュータを用いて一元的に管理し、その情報を４方面管理事務所及び本市の下水道施設の維持
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管理業務の包括委託先であるクリアウォーターＯＳＡＫＡ株式会社でバックアップし、復旧に
活用するほか、本市と「２１大都市災害時相互応援に関する協定」を締結している都市との間
で、管路の下水道台帳（データベース）を相互で保有し、災害時に備えている。 
 
１６．電気施設の災害予防・応急対策 
（１）災害予防 
災害による電気の供給停止を防止するため、電力施設設備の強化と保全に努める。 

ア 発電・変電設備、送・配電設備、通信設備について、現行の設備基準等に基づき十分な強
度の確保を図る。 
イ 電力供給系統の多重化を図る。 
ウ 電気事業法、保安関係諸規定等に基づく施設設備の維持保全、並びに監視を行う。 
エ 施設の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 
オ 復旧拠点となる事業所については、長時間停電に備え、非常災害対策活動に必要な通信設
備、照明等の非常用電源を確保する。 
なお、効果的な非常用電源容量の確保のため、通常電源系統との分離やコンセント等への非
常用電源回路の明示等を行う。 

カ コンピューターシステムについては、耐震性の確保を図るとともに、重要データファイル
の多重化や分散保管、復旧処理方法等のバックアップ体制の整備を図る。特に、電力の安定
供給に資するためのコンピューターシステムおよびその運用に最低限必要なネットワーク機
器は、建築基準法等に基づく地震対策、火災対策および浸水対策を施した建物に収容すると
ともに、それらに付帯する電源設備についても耐震性の確保を図る。 
（２）応急対策 
ア 方針 

非常災害対策組織及び社内外情報連絡体制を整備し、災害が発生した場合には、速やかな応急
復旧作業により電力の供給確保に努める。 

イ 内容 
（ア）災害時における災害に関する情報の収集及び伝達に関する事項 

① 災害時には非常災害対策組織を設置し、被害状況等災害に関する的確な情報の収集と検討
を行う。 
② 災害時には、情報通信手段を確保し、被害状況等の情報をあらかじめ定められた情報伝達
方法により迅速に社内外に伝達する。 

（イ）災害時における広報宣伝に関する事項 
① 非常災害対策組織において、電力施設の被害状況や復旧見通し等についての適切な情報発
表文を作成する。 
② 災害発生後、関係官公庁、防災関係機関に対して被害状況等の迅速な情報報告を行う。 
③ 広報については、事実に基づく正確な情報をテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関、ホーム
ページ、停電情報アプリ、ＳＮＳおよびＬアラート等を通じて行うほか、状況に応じて、広報
車等により直接当該地域へ周知する。 
（ウ）対策組織要員の確保 

① 夜間、休日に災害が発生するおそれがある場合には、あらかじめ定められた対策組織要員
は、気象、地震情報その他の情報に留意し、対策組織の設置に備える。 

② 対策組織要員は、所属する対策組織が設置された場合、速やかに出社する。 
（エ）災害時における復旧用資機材等の確保 
      災害時における復旧用資機材等の確保を、次のとおり実施する。 

①  調達 
予備品、貯蔵品等の在庫量を確認し、調達を必要とする復旧用資機材は、次のいずれかの方

法により、可及的速やかに確保する。 
a. 現地調達 
b. 対策組織相互の流用 
c. 他電力会社等からの融通 

②  輸送 
復旧用資機材の輸送は、原則として、あらかじめ関西電力および関西電力送配電と調達契約

をしている協力会社の車両、船艇、ヘリコプター等により行う。 
（オ）災害時における応急工事 
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① 応急工事の基本方針 
災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連および情勢の緊急度を勘案して、

二次災害の防止に配慮しつつ、迅速かつ適切に実施する。 
② 応急工事基準 

災害時における具体的な応急工事については、次の基準により実施する。 
a.  火力発電設備 

共通機器、流用可能備品、貯蔵品を活用した応急復旧措置を行う。 
b.  送電設備 

ヘリコプター、車両等の機動力および貯蔵品を活用した応急復旧措置を行う。 
c.  変電設備 

機器損壊事故に対し、系統の一部変更または移動用変圧器等の活用による応急措置で対処
する。 

d.  配電設備 
非常災害仮復旧標準工法による迅速確実な復旧を行う。 

e.  通信設備 
共通機器、貯蔵品を活用した通信回線の応急復旧措置および可搬型電源、衛星通信設備、

移動無線機等の活用により通信手段を確保する。 
（カ）災害時における危険予防措置 
電力需要の実態に鑑み、災害時においても、原則として、供給を継続するが、警察、消防

機関等から要請があった場合等には、送電停止等の適切な危険予防措置を講ずる。 
（キ）災害時における電力の融通 

     災害の発生により、電力需給に著しい不均衡が生じ、需給状況を速やかに改善する必要が
ある場合には、広域機関の指示等に基づく電力の緊急融通により需給状況の改善を図る。 
 

 
１７．ガス施設の災害予防・応急対策 
（１）災害予防 
災害に対しては機能に重大な支障が生じず、かつ人命に重大な影響を与えないことを基本目

標とし、ガス施設設備の強化と保全に努める。 
ア ガス施設（製造所・供給所等）について、各種災害に耐えうる十分な構造・強度の確保を図

る。 
イ ガス事業法、保安関係諸規定等に基づく施設設備の維持保全、並びに常時監視を行うウ 施

設（管路）の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 
（２）応急対策 
ア 基本方針 

ガス施設に被害が発生した場合、ガス漏洩による二次災害の防止等安全の確保を最重点とし、
ガス施設の応急復旧を迅速に行い、ガスの供給を確保する。 

イ 応急対策 
災害発生時には、「災害の対策規程」に基づき、地域防災機関と密接に連携して、社内各部門

の連絡協力のもとに応急対策を実施する。 
（ア）情報の収集伝達及び報告 

① 気象情報の収集、伝達 
気象情報を収集し、一斉無線連絡装置等により直ちに各事業所へ伝達する。 

a 供給区域内の主要地点に雨量計・風速計等を設置し、気象情報を収集する。 
b 気象情報システムにより、気象情報を収集する。 

② 通信連絡 
a 災害発生時に、主要事業所間の通信手段を確保するため、無線通信網の充実を図る。 
b 事業所管内の諸条件を把握するため、工作車等に陸上移動局を配置して無線連絡の確保を図
る。 
c 対策本部を設ける事業所には、停電時対策として非常電源装置を設置する。 
d 衛星通信車、可搬型衛星局の活用により連絡手段の強化を図る。 
③ 被害状況の収集、報告 

当社管内施設及び顧客施設の被害状況を収集し、専用電話等により防災関係先への緊急連
絡を行う。 
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（イ）応急対策要員の確保 
① 災害の発生が予想される場合又は発生した場合は、社員と関連会社を対象に、待機及び非
常招集に基づく動員を行う。 

また、迅速な出社をするために自動呼出装置を活用する。 
② 大規模な災害により、事業者単独で対応することが困難な場合には、（社）日本ガス協会の
「地震・洪水等非常事態における救援措置要綱」に基づき、被災をまぬがれた事業者からの
協力体制を活用する。 
（ウ）災害広報 

災害時において混乱を防止し、被害を最小限にくい止めるため、必要があるときは、顧客及
び市民等に対し、広報車・工作車に装備した広報設備により災害に関する各種の情報を広報す
る。 

（エ）危険防止対策 
災害による事故発生の場合は、関係機関と協力して二次災害防止のための措置を講ずる。 
特に、特定地下街又は地下室等に対する応急措置として、緊急の場合には、地下街等に設け

た緊急遮断弁又は地上操作遮断弁等によりガスの供給を停止する応急措置を行う。 
（オ）応急復旧対策 

a 供給施設の災害復旧については、被害箇所の修繕を行い、安全を確認したうえで、ガス供給
を再開する。 
b 災害復旧計画の策定及び実施に当たっては、人命にかかわる箇所及び救助救急活動の根拠と
なる場所を原則として優先するなど、災害状況、各設備の被害状況及び被害復旧の難易を勘案
して、供給上復旧効果の高いものから行う。 

ウ 地下工事に伴う災害対策 
（ア）大規模地下工事に伴うガス導管の保安対策 

① 施工に先立ち、他工事企業者と影響を受けることとなるガス導管の保安措置について協議
を行い、以下のうち必要な措置を講ずるようにする。 
a 影響範囲外へ移設する。 
b 上記 a が不可能な場合は影響の少ない場所へ仮移設する。 
c 工事期間中供給上問題のないときは、一時遮断する。 
d 上記 a、b、c が不可能な場合は、管種変更あるいは、防護などを行う。 
e 導管が影響範囲内にある場合は、状況に応じて遮断装置を設ける。 
② ガス導管の保安設備等については、他工事企業者との協議にもとづく立会巡回のほか、状
況に応じ適宜巡回を行う。 
③ 工事に際しては、非常の際の連絡通報体制を確立する。 

（イ）一般他工事に伴うガス導管の保安対策 
一般他工事については、その規模、影響に応じ、大規模他工事に伴う保安措置に準じて、保

安措置を行う。 
（ウ）ガス導管工事に際しての事故防止計画 

① 施工に先立ち、試掘などにより埋設物の位置を確認し、安全を確める。 
② 影響のある場合は、埋設物管理者と保安措置について協議を行う。 
③ 他埋設物の保安に関して教育を行いレベルアップを図る。 
 
１８．電話施設の災害予防・応急対策 
（１）災害予防 
災害による通信の途絶を防止するため、電気通信及びその付帯設備（建物を含む。以下、「電

気通信設備等」という。）の強化と保全に努める。 
ア 電気通信設備等の高信頼化（防災設計） 

（ア）豪雨、洪水、高潮又は津波のおそれがある地域にある電気通信設備等について耐水構造化
を行う。 
（イ）暴風のおそれがある地域にある電気通信設備等について耐風構造化を行う。 
（ウ）火災に備えて、主要な電気通信設備等について耐震及び耐火構造化を行う。 

イ 電気通信システムの高信頼化 
（ア）主要な伝送路を多ルート構成又はループ構造とする。 
（イ）主要な中継交換機を分散設置とする。 
（ウ）大都市において、とう道（共同溝を含む）網を構築すること。 
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（エ）通信ケーブルの地中化を推進すること。 
（オ）主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。 
（カ）重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保する
ため、２ルート化を推進する。 

ウ 電気通信処理システムに関するデータベース等の防災化 
電気通信設備の設備記録等重要書類並びに通信処理システム及び通信システム等のファイル

類について、災害時における滅失又は損壊を防止するため、保管場所の分散、耐火構造容器へ
の保管等の措置を講ずる。 

エ 災害時措置計画の作成と現用化 
災害時における重要通信の確保を図るため、伝送措置、交換措置及び網措置に関する措置計

画を作成し、現用化を図る。 
（２）応急対策 
ア 通信の非常そ通措置 

災害等に際し、次により臨機に措置を行い、通信ふくそうの緩和及び重要通信の確保を図
る。 

（ア）応急回線の作成、網措置等そ通確保の措置を行う。 
（イ）通信のそ通が著しく困難となり、重要通信を確保するための措置が必要な場合は、臨機

に利用制限等の措置を行う。 
（ウ）非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取り扱う。 
（エ）災害時における電話のふくそう緩和を図るため、安否確認、見舞い、問い合わせなどの
情報を録音、再生できる災害用伝言ダイヤル（171）を提供する。 

イ 被災地域特設公衆電話の設置 
災害救助法が適用された場合等には、避難場所に、り災者が利用する特設公衆電話の設置に

努める。 
ウ 設備の応急復旧 

災害に伴う電気通信設備等の応急復旧は、恒久的復旧工事との関連並びに情勢の緊急度を勘
案して、迅速・適切に実施する。 
（ア）被災した電気通信設備等の応急復旧は、サービス回復を第一義として速やかに実施する。 
（イ）必要と認めるときは、災害復旧に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要する要
員・資材及び輸送の手当てを行う。 
（ウ）復旧にあたっては、行政機関、ライフライン事業者と連携し、早期復旧に努める。 

エ 広報 
災害に伴う電気通信設備等の応急復旧においては、通信のそ通及び利用制限の措置状況並び

に被災した電気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信のそ通ができないことによ
る社会不安の解消に努める。 

表 回線の復旧順位表 

順位 復 旧 回 線 

 
第 
 
一 
 
順 
 
位 

次の機関に設置される電話回線及び専用線等各一回線以上 
・気象機関に設置されるもの 
・水防機関に設置されるもの 
・消防機関に設置されるもの 
・災害救助機関に設置されるもの 
・警察機関に設置されるもの 
・防衛機関に設置されるもの 
・輸送の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 
・通信の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 
・電力の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

 
第 
二 
順 
位 

次の機関に設置される電話回線及び専用線等各一回線以上 
・ガスの供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 
・水道の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 
・選挙管理機関に設置されるもの 
・新聞社、放送事業者又は通信社の機関に設置されるもの 
・預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 
・国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第一順位となる
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ものを除く。） 

第三 
順位 

第一順位及び第二順位に該当しないもの 

（注）新聞社、放送事業者又は通信社の定義は電話サービス約款（次表参照）による。 

 

 

 

表 新聞社等の定義（電話サービス契約約款抜粋） 

区 分 基    準 

１新 聞 
社 

次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 
(1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論

議することを目的とし、あまねく発売されること 
(2) 発行部数が１の題号について、8,000 部以上であること 

２放送事業
者 

電波法（昭和 25 年法律第 131 号）の規定により放送局の免許
を受けた者 

３通 信 
社 

 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを
備えた日刊新聞紙に掲載し、又は放送事業者が放送をするた
めのニュース又は情報（広告を除きます。）をいいます。）を
供給することを主な目的とする通信社 

 
１９.放送施設の災害予防・応急対策 
（１）災害予防 
災害時の放送が確保されるよう、放送施設設備の強化と保全に努める。 
災害対策規定（災害対策実施細目）に基づき、放送施設、局舎設備等について、各種予防措置

を講ずる。 
（２）応急対策 
日本放送協会（大阪放送局）は、災害時において、放送施設に障害が生じたとき、日本放送協

会災害対策規程（同災害対策実施細目）により，次の措置を実施し、放送送出の確保に努める。
また避難所へ受信機を貸与するなど、放送受信の確保に努める。 

ア 要員の確保 
災害の状況に応じ体制を定め要員を確保する。 

イ 設備・機材の確保 
（ア） 電源関係諸設備の整備確保 
（イ） 中継回線、通信回線関係の整備及び確保 
（ウ） 送受信空中線の補強、資材の確保及び予備空中線材料の整備 
（エ） あらかじめ特約した業者及び借用先から、必要機材の緊急借用又は調達の確保 

ウ 放送施設応急対策 
（ア）放送機等障害時の措置 

放送機などの障害により一部の送信系統による放送送出が不可能となったときは、他の送信
系統により臨機に番組を変更あるいは他の番組を切り替え、災害関連番組の送出継続に努め
る。 

（イ）中継回線障害時の措置 
一部中継回線が断絶したときは、常置以外の必要機器を仮設し、無線その他の中継回線等を

利用して放送の継続に努める。 
（ウ）演奏所障害時の措置 

災害のため放送局内演奏所から放送継続が不可能となったときは、他の臨時の演奏所を設
け、放送の継続に努める。 

エ 視聴者対策 
災害時における受信の維持、確保のため次の措置を講じる。 

（ア）情報の周知 
避難場所その他の有効な場所へ受信機を貸与する。 
（イ）受信機の復旧 
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被災受信機の取り扱いについて、告知放送、チラシ又は新聞等部外広報機関を利用して周知
するとともに、受信相談所を開設するなど、関係団体の協力を得て被災受信設備及び受信機の
復旧を図る。 

（ウ）災害の状況に応じ生活情報を放送する。 
 オ 災害復旧 
被災した施設及び設備等については、迅速、的確にその被害を調査し、これに基づき効果的な

復旧計画を早急に作成する。 

復旧の順位は放送の送出に重大な影響を及ぼすと認められる施設、設備を優先させるものとし、

復旧工事の実施にあたっては、人員、資材等を最大限に活用して作業を迅速に推し進め、全般的

な早期復旧を図る。 

 
 


